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消費者委員会 消費者契約法専門調査会（第35回） 
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１．日時 平成29年３月27日（月） 15:00～17:40 

 

２．場所 消費者委員会会議室 

 

３．出席者 

 （委員） 

山本敬三座長、後藤巻則座長代理、有山委員、石島委員、磯辺委員、井田委員、 

大澤委員、沖野委員、河野委員、後藤準委員、長谷川委員、増田委員、 

山本和彦委員、山本健司委員 

 （オブザーバー） 

  消費者委員会委員 河上委員長、鹿野委員 

  法務省 中辻参事官 

国民生活センター 松本理事長 

 （消費者庁） 

  小野審議官、加納消費者制度課長、消費者制度課担当者 

 （事務局） 

  黒木事務局長、福島審議官、丸山参事官 

 

４．議事 

 （１）開会 

 （２）議事 

   ○困惑類型の追加 

   ○消費者に対する配慮に努める義務 

 （３）閉会 
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≪１．開会≫ 

 

○丸山参事官 それでは、定刻になりましたので、会議を始めさせていただきたいと思います。 

 本日は皆様お忙しいところお集まりいただき、ありがとうございます。ただいまから消費者委員

会第35回「消費者契約法専門調査会」を開催いたします。 

 本日は所用によりまして永江委員、中村委員、丸山委員、柳川委員が御欠席、後藤準委員が遅れ

ての御出席との御連絡をいただいております。 

 まず配布資料の確認をさせていただきます。お手元の議事次第下部のほうに配布資料一覧を記載

しております。もし不足がございましたら事務局までお声がけのほうよろしくお願いいたします。 

 それでは、山本座長、以後の議事進行をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

≪２．困惑類型の追加≫ 

 

○山本（敬）座長 それでは、本日もよろしくお願いいたします。 

 本日の議事に入りたいと思いますが、その前に、事務局から、前回の議論を踏まえて、今後の進

行について御説明をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○丸山参事官 前回の専門調査会の場におきまして、長谷川委員から、今後の審議スケジュールに

ついてということで御意見をいただきました。それを踏まえてということで、今後の対応につきま

して、こちらから少し説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、ヒアリングについてなのですけれども、現在４月に予定しているヒアリングに向けまして、

事業者団体に呼び掛けをしているところです。前回の専門調査会におきまして、消費者団体からも

ヒアリングをすべきではないかということで御意見がございました。今回のヒアリングにつきまし

ては、これまで残された課題ということで検討をということで検討してきました件についての種々

の論点について、規定案を置いた場合についての事業活動に対する影響についての意見を伺うとい

うことが目的になっているということですとか、あるいはヒアリングに時間をかけることによりま

して、論点審議の時間がなくなることは避けるべきということも意見として出ておりますので、事

業者団体からのみということでヒアリングを行うことを考えております。 

 ２点目、ヒアリング事項を明確にすべきということで御意見がございました。ヒアリングに応じ

ていただく予定の事業者団体のほうには、これまでの専門調査会での議論状況の参考のために、各

論点で消費者庁から御提案があった内容、そこの結論部分について整理したものをお渡しする予定

としております。ヒアリングに当たって、こちらが参考になると思っておりまして、次回のこの専
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門調査会の場におきましても、本日の御議論の内容も含めて反映させたものを資料として配布させ

ていただきたいということで考えております。こちらを参考にということで、明示をしていこうと

考えている次第でございます。 

 最後、意見募集について、幅広く御意見の募集をということで御意見がございましたけれども、

こちらについては引き続き事務局で検討したいと考えております。 

 以上でございます。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 今の点につきまして、御意見、御質問のある方は御発言をお願いいたします。いかがでしょうか。

よろしいでしょうか。 

 それでは、そのように進めるということとさせていただきます。 

 本日の議事に入りたいと思います。本日は、消費者庁から個別論点の検討のための資料として、

資料１を御提出いただいています。 

 本日の進行としましては、まず、困惑類型の追加について御検討いただき、その後、消費者に対

する配慮に努める義務について御検討いただくことにしたいと思います。 

 まず、消費者庁から困惑類型の追加について御説明をお願いいたします。 

○加納消費者制度課長 それでは、私から御説明をいたします。 

 資料１の第１．困惑類型の追加というところでございます。 

 まず、１．はこの専門調査会におけるこれまでの検討を簡単にまとめたものであります。中身と

しては２点ありまして、執拗な電話勧誘というものと威迫による勧誘についてどう検討するかとい

うものであります。 

 まず①の執拗な電話勧誘につきましては、特商法の運用状況等を踏まえた上で必要に応じて検討

していくとされているところであります。 

 ②の威迫による勧誘のところでありますけれども、一定の被害事例があるということは共通認識

としてあるということでありますが、他方で、取消事由について事業者の予見可能性を確保する。

要件立ての明確化ということだと思いますけれども、そういった問題があるということでありまし

て、引き続き事例を収集して検討を行うべきとされていると理解しております。 

 ２ページ、そういった状況の中で、私どものほうでいろいろと事例を収集・分析いたしましたが、

特に威迫による勧誘については一定の事例といいますか、そういうものが見当たるところでありま

すので、今回はこれについて検討したものをお示しするものであります。 

 ２ページの２．事例の収集・分析というところでありますけれども、その２段落目以降に書いて

いるものですが、これまで威迫による困惑ということで、大声を出すとか、威力を示すといった場

合で、粗野または乱暴な言動を用いるという形での切り分けというものを提案させていただいたと

ころでございますが、事例を見ますと、改めて整理したものでありますが、以下のような整理がで

きるのではないか。その段落の下から３行目ぐらいから書いてあるところですが「事業者が、消費

者が契約の締結を断りきれない状況を作出」と、こういったところがキーワードでありますけれど

も、そういう状況を作出しながら契約の締結を要求するという場合は、消費者が勧誘から逃れられ
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ないということでやむを得ず契約の締結、あるいは代金を支払うということがあるのではないかと

いうことであります。 

 事例を１から幾つか御紹介しております。この事例の１から７までありますけれども、大きく分

けると、事例１から事例３と、事例４から事例７は毛色が違っておりまして、例えば事例１を御覧

いただけますと、不用品の回収業者に電話して来てもらったということで、まずは見積りをという

ことだったのですけれども、いきなり物を持っていかれてしまったと。その後、お金を払ってくだ

さいと言われて、高いと思ったのですが、下から２行目ぐらいですけれども、威圧的な態度が怖く

てということもあって、何も言えずに契約書にサインして代金を支払ったというケースであります。 

 事例２は、ガソリンスタンドに行きましたと。これはガソリンを入れてくださいということで行

くわけですけれども、ワイパーの交換とかエンジンオイルの交換ということも勝手にされてしまっ

た。時間がないからということで一旦断りを入れるわけでありますけれども、やられてしまって、

代金請求。納得いかなかったけれども、怖かったので支払ったということで、これも怖かったとい

うことが出てまいります。 

 事例３は、ちょっと毛色が変わりますけれども、電話して会って話す約束をしたということで、

また会って話をしたということでありますが、ＣＯ２排出権の取引だということで、いろいろと説

明を聞いたということでありますけれども、よく分からないのだということを消費者が言ったとこ

ろ、わざわざ時間をとって来てやったのに、契約しないのか、営業妨害ではないかと、こういう言

い方をされて、契約書にサインした。ただ、この場合でも怖くなってということが出てまいります。

事例１から事例３は、怖くなってというのが出てくるパターンであります。 

 事例４以下は御覧いただいたらお分かりのように、怖くなってというのが出てくるものではあり

ません。ただ、先ほど事例１から事例３にありましたように、何らか勝手に事業者がやってしまっ

て、それで、それに見合うような契約の締結あるいは代金の支払を要求されるという点では、共通

項があるのではないかということで、幾つか御紹介をしているものでございます。 

 例えば事例４であれば、先ほどの事例１と似ておりますけれども、見積りということでお願いを

したのですが、いきなり見積りをせずに物を運び出されてしまって、お金を要求された。こういう

ケースであります。事例５以下についても、おおむね同様のケースということで整理をしているも

のでございます。 

 ４ページ、こういった事例についてどう見ていくかということでありますが、３．でありますけ

れども、いわゆるつけ込み型、合理的な判断ができない事情を利用して勧誘をする場合を御検討い

ただいた際の資料においても、心理学に関する議論ということで「返報性」ということで御紹介を

いたしましたが、何かしてもらったとしますと、なかなか断りにくくなる。そういう心情があるの

ではないか。そこを指摘されてお金を払ってくださいと言われると、仕方がなく払ってしまう。こ

ういうところが、不当な勧誘の原因になっているのではないかということでありまして、こういう

点に着目して検討してはどうかということであります。 

 これに対しては、２段落目、確かにそういった勧誘はある程度あるかもしれず、かつ、契約を締

結しているわけでないのであれば、代金を支払わなければいいではないか、別に支払義務はないわ
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けでありますし、契約締結義務も、まだこの段階では契約の成立していないということを前提にと

いうことでありますけれども、ないわけでありますから、そのようなものは、お金を払わなければ

いいではないかという御意見もあろうかと思います。 

 「しかしながら」ということで、ただ、ここをどう見ていくかということでありまして、「一定

の既成事実」と書かせていただきましたけれども、事業者が消費者に対して何かをしてくれたとい

うような見方も可能になってくると思われるわけでありまして、そうしますと、事業者がそういう

ことをしてくれたのだとすると、それをしたのだから払ってくださいという言い方をされますと、

いわば、申し訳ないなという負い目を感じる側面があるのではないか。そういう状況を事業者が作

出しつつ、先行的に実施した行為に見合うように消費者としても契約を締結して代金を支払うこと

が倫理的に当然である、払わないのはおかしいではないかという言い方をされると、その言い方も

あり、また、消費者が契約の締結を拒否することを非難する。ひどいじゃないですかというような

言い方、営業妨害だという言い方も事例の中で出てまいりましたけれども、そういう言葉があって、

言うならば、先行的に実施した行為の代償として、契約の締結ないし代金の支払を迫るということ

にしますと、先ほどの心理的な動揺というのも相まって代金の支払などを拒絶することが困難にな

るのではないかとしております。 

 そうしますと、５ページの４．ですが、これは、現行法で言うと、不退去・監禁ということで、

その場から逃れるためには契約締結をするしかないということで、困惑して契約を締結するという

のと共通する要素があるのではないかということでありまして、２行目辺りから書かせていただい

たものでありますが、契約における義務の全部または一部の履行に相当する行為あるいは締結に向

けた準備行為などの関連する行為、ここは広目にとっておりますけれども、契約の締結に関連する

行為というものを実施して、それをしてあげたのだから契約を締結してくださいというように迫る

という場合は、困惑と捉えられないかというものであります。 

 枠の中の下のところでありますが、先ほど申し上げたことと重複いたしますけれども、その鍵括

弧の２行目辺りからですが、事業者が消費者に対して、消費者が申込承諾の意思表示をする前に、

「前に」というのが一つのポイントになりますけれども、消費者契約における義務の全部または一

部の履行に相当する行為または当該行為に関連する行為を実施したことの代償として契約の締結

を迫るということに困惑したという場合にも取消事由とするということについて、御議論いただけ

ればと考えるものであります。 

 御説明は以上で終わります。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 それでは、困惑類型の追加について御議論いただきたいと思います。御意見、御質問のある方は、

御発言をお願いいたします。 

 増田委員、どうぞ。 

○増田委員 基本的に賛成いたします。例えば威迫をされたといった場合、自宅を知られていると

か、個人情報を知られているということが多くありますので、単に威迫されたということプラスそ

ういう情報を知られているということで、より一層負担になるということは、消費生活相談の中で
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よく見られることです。 

 そして、送りつけ商法とかアダルトサイトなども同じ現象なのですけれども、例えばアダルトサ

イトなども、見ようと思ったとか、ちょっと見てしまったということを非常に負い目に感じて払わ

なくてもいいにもかかわらず払えと言われてしまうと払ってしまう。それから、カニなどの送りつ

け商法もありますけれども、勝手に送られてしまったことに対して払ってしまう。そういうことで

非常に相談件数が増えているというのは、負い目に思わなくてもよいにもかかわらず思ってしまう

人の気持ちを利用した商法というものが、いろいろな場面で使われているのではないかと感じてい

るところです。 

 そして、訪問販売でも同様に、消費生活センターに相談すればクーリングオフにより支払を免れ

るケースであっても、シロアリ駆除の薬をまかれてしまった、布団を使ってしまった、そういうこ

とを負い目に思って、支払ってしまっているケースが見受けられます。 

 また、事例３と同じなのですけれども、投資用マンションと類似するものであって、対面しては

っきり断ろうと思ったところ、この説明した時間、どうしてくれるのだと言われ契約してしまった

ということは、よくあるケースです。そういうことから、人間の心理を利用したやり方ということ

がよくありますので、この御提案については、賛成いたします。 

 もう一点なのですけれども、電話勧誘に関して、まだ、特定商取引法においては、不招請勧誘の

ことを含め、十分ではないと考えております。そういう意味で、特定商取引法で若干手当てされて

いるとしたとしても、消費者契約法においても手当てをすることが必要だと考えております。特商

法で手当てしているから消費者契約法で手当てしなくていいのだということにはならないように

お願いしたいと考えております。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 磯辺委員、どうぞ。 

○磯辺委員 今回の威迫による勧誘についての御提案に基本的に賛成いたします。こうやって既成

事実を積み上げて、それで強引に勧誘するやり方がありますので、きちんと対応できるようにした

ほうがいいと思います。 

 あわせて、今、増田委員もおっしゃったところなのですが、電話勧誘の問題なのですけれども、

特定商取引法による電話勧誘販売というのは、電話等が起点になって、かつ契約まで通信手段で行

うというのが要件になっていますが、消費者契約法及び一般で言う電話勧誘はもう少し幅が広くて、

勧誘の方法が電話であれば電話勧誘ということになります。また、特定商取引法については適用除

外の分野が多くて、そこの部分で電話勧誘に関するトラブルも多発している状況もありますので、

そういった実情を踏まえると、電話勧誘という方法に着目、特化して、ひとり暮らしのお年寄りな

どいらっしゃいますし、心細い中で脅しのような電話がかかってくる状況があるわけですので、そ

の辺に着目した検討というのは、改めて今回の原案とは別に必要ではないかと考えます。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 
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 ほかにいかがでしょうか。 

 山本健司委員、どうぞ。 

○山本（健）委員 結論として、まず原案に賛成いたします。今回の提案内容は、事例１から事例

７といった実際によく見られる消費者被害の事案を、取引の安全にも配慮しつつ、困惑取消の対象

として取り込むものであり、現行法の困惑類型の問題点である非身体拘束型の困惑惹起行為に対す

る手当ての一つとして有意義なものと考えます。 

 ただ、「威迫勧誘」「執拗勧誘」という論点への対応として考えるときには、他にも困惑取消の

対象とするべき行為類型はあるように思います。特に、断っても断っても電話勧誘などの勧誘行為

が継続される、長時間にわたって勧誘行為が継続されるといった困惑惹起行為の被害類型は、具体

例として少なくないように思います。また、行為の悪質性としても、断っても断っても帰ってくれ

ない、帰らせてもらえないといった不退去・退去妨害と大差ないように思います。このような困惑

惹起行為についても手当てが必要ではないかと考えます。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見があれば、お願いします。 

 有山委員、どうぞ。 

○有山委員 増田委員の意見に賛成なのですけれども、それ以外の特商法の類型ではないのですが、

よくあるパターンの話です。私たちが受けているもので、さお竹を売る。拡声器を使って１メート

ル1,000円とアナウンスをして販売をしていた。消費者の方は呼びとめて、さお竹はかさの張るも

のですから、そこで安く買えればいいということで購入したいと思って呼びとめるのですが、当然

のごとく消費者は「説明だけ受けたい」とは言わないのです。基本的にさお竹を見せてくださいと

いうお話をしますと、さお竹売りの人が降りてきて、何メートル必要なのですかと聞かれて、「２

メートル50ぐらい」と答えてしまう。そうしますと、すぐに切り出してしまって、買わなければな

らない状況に追い詰められるというような御相談がありますので、これは特定商取引法では訪問販

売に当たらないので、基本的にクーリングオフとか、そういうものが使えません。 

 あと、私のところにも最近多いのですが、不用品はありませんか、リサイクルしたいものはあり

ませんかということでチラシが入っていたり電話がかかってきたりすることがあるのです。その結

果訪問を承諾するのですが、承諾して自宅に上がった途端に行われるのは、消費者を無視してどん

どん引き出しを開けていって、貴金属等を見ながら、それを１万円でどうですかとか２万円でどう

ですかといった形で訪問購入されるということがあります。これについても、最初の段階で優しい

勧誘、優しい説明を受けた後、自宅に上がった途端の豹変ぶりということで、断れない状況に陥る

という状況のお話を伺います。こういうものに対応できるような類型を作っていただけたらと思い

ます。基本的に今回の威迫による勧誘ということの類型については、賛成させていただきたいと思

います。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見はいかがでしょうか。 
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 後藤巻則座長代理、どうぞ。 

○後藤（巻）座長代理 もう繰り返す必要はないかもしれませんけれども、私も原案に賛成いたし

ます。事例１から事例７を通じて、消費者は契約の締結や代金の支払を拒否すればよいとも考えら

れるわけでありますけれども、事例１から事例３では、消費者は事業者の言動により、怖くなって

拒否の選択ができない状態に陥っています。また、事例４から事例７では、消費者は必ずしも怖く

なって代金を支払ったというわけではありませんけれども、事業者の先行行為によって代金を払わ

なければならないという心理状態になって、代金支払の拒否の選択ができない状態に陥っています。 

 このように、断り切れない状況を設定し、消費者から契約の締結や支払の拒否という合理的な選

択の余地を奪う行為が行われたという点で、事例１から事例７は、共通しております。更に現行の

不退去、退去妨害も同様の趣旨から契約の取消しを認めていると考えることができると思います。

そのため、今回の提案に賛成いたします。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見はございますか。 

 大澤委員、どうぞ。 

○大澤委員 今回出された提案は、一つの類型としてはあり得る提案ではないかと思いますが、そ

の上で２点ほど、一個は意見で、もう一個は質問のような確認をさせていただければと思います。 

 １点目、先ほど山本健司委員もおっしゃっていたのですが、これは一つの類型としてはあり得る

と思うのですが、困惑類型に追加すべきものは、恐らくこれだけではないのではないかと思います。

とりわけ、何名かの委員の先生からも出ておりましたけれども、合理的な判断ができないような状

況につけ込んで契約をさせた場合とか、これは年明けの専門調査会でも、そのときにこれは困惑型

に解消してなどという話があったと思いますけれども、このようなものに加えて別に今回御提案の

類型を一つの類型としてということであれば考えられると思います。ただ、困惑類型として、今回

の改正ではこの一個だけですということであれば、御提案に賛成できるかどうかについては保留し

たいと思います。これが１点目です。 

 ２点目は、確認というか、質問なのですが、今回のこの規定なのですが、どうしても私自身、契

約の成立の考え方との観点で、的外れかもしれないのですが、若干気になるところがあります。先

ほど来、こういう類型と類似するものとして、送りつけ商法などが出ていたと思うのですが、基本

的に今回追加されている規定、そして、その前提となっている事例１から事例７ですけれども、こ

れも事業者が一方的に何らかの行為をしており、その意味で、送りつけ商法と全く同じようなこと

だと思うのです。この場合、そのままの状態ですと、これは言うまでもないと思うのですが、消費

者にその契約を承諾するという意思がまだないので、契約自体は成立しないと思うのです。そのと

きに、まず、そもそもこの事業者のこういう先行行為というのですか、例えば事例１のように、見

積りのつもりで消費者としては呼んだのに、その不用品を勝手に回収されてしまった事案ですけれ

ども、この場合の事業者の行為というのは、消費者側には見積りの意思表示しかないわけですが、

事業者が勝手に回収しているというときに、この事業者の行為というのは申込みだということにな

れば、消費者が渋々お金を払ったということになって、これが承諾だということになって、確かに
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契約は成立して、ただ、それを立法的な手当てとして取消しを認めようというのが、今回の規定の

趣旨かと思うのですけれども、このような理解で間違っていないでしょうかというところが２点目

です。これが質問です。 

 私自身の勘違いかもしれないのですが、やや契約の成立の申込承諾あるいはその申込みの一個前

の申込みの誘引という段階と併せて考えてみたときに、確かに現行の困惑類型である威迫、不退去

などと消費者が追い込まれる状況としては非常に似ているのですけれども、この規定自体が契約の

成立の考え方から見たときにどう考えればいいのかを、私自身迷っているところがありますので、

今のような私の考え方がよろしいのかを確認させていただければと思います。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 では、消費者庁からお願いいたします。 

○加納消費者制度課長 契約が成立しているかどうかというのは私にもよく分からなくて、むしろ

これは民法学者の先生の御意見を頂戴したいと思うところでありますけれども、例えば送りつけ商

法のような場合であると、商品を一方的に送りつけて代金を払ってくださいと言って、それで契約

が成立しているかというと必ずしもそうではなくて、代金支払義務はないのですけれども、代金を

支払うことがある。その場合に代金が返ってくるのかという問題は当然あって、ただ、今回のケー

スでもそうですし、送りつけ商法でもそうですけれども、代金を支払ったということをどう見るか

ということではないでしょうか。代金の支払というのは、ある意味、契約の意思、それが外形的に

表れたと見る余地があるのではないかということでありまして、そうだとすると契約が成立してし

まっているという可能性が出てくる。 

 今回、事例で幾つか御紹介をいたしましたけれども、代金を支払ってしまったという前提で考え

ていただくと、代金を支払う前の段階であれば、契約成立と見るだけの何らかの相当することがな

い限り契約成立にはならないのでしょうけれども、代金を支払ってしまったという前提で考えます

と、その時点で契約成立と少なくとも見る余地が出てきてしまうのではないか。そうしますと、単

純に代金を返してくださいと言うのは難しくなってきて、契約の拘束力を否定する何らかの手だて

を設けないといけなくなり、そうであるがゆえに取消権が考えられる。 

 ちなみに、似たような発想は送りつけ商法でネガティブオプションという規定が特商法にござい

ます。これは、いきなり商品を送りつけてきて代金を支払うというような場合でありますけれども、

特商法の解説書などを見ますと、その時点で直ちに代金支払前でございますけれども、支払前の時

点で契約が成立していると見られるわけではないという注記がございます。 

 特商法の場合には、そのままの状態で物が消費者の手元にずっとありまして、消費者がそのまま

保管しなければいけないと。どうすればいいのですかという問題になりますから、事業者が、一定

の場合には、その商品の返還請求をできないということで、反射的に処分権が失われますというよ

うな趣旨の規律が設けられているということでありますけれども、消費者契約一般において、その

商品の送りつけ以外にも、役務の提供でありますとか、今回の場合にはそういったものがあるわけ

であります。何らかの工事をするとか、そういったものに近い事例が幾つか見られるわけでありま

して、これは送りつけ商法の規律では対処し難いのではないかという問題意識がございます。そこ
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でこういった取消事由として構成することがあり得るのではないかと考えた次第であります。 

○山本（敬）座長 よろしいでしょうか。 

 それでは、ほかに御意見あるいは御質問があれば、お願いします。 

 松本理事長、どうぞ。 

○松本理事長 私はこれを読んだ限りでは１から７の中に２つのタイプが混在している印象を持

ちます。一つは、事業者側の債務の全部履行あるいは一部履行が事実上先行してしまっていて、契

約の同意プラス代金の支払を迫られるというタイプです。 

 もう一つは事例３でありまして、別に事業者は債務を履行しているわけではない。ただ、説明に

長時間使って、これだけ説明してやっているのに契約しないのかという形でプレッシャーをかけて

くるというタイプなので、これを分けて議論したほうがいいのではないかと思います。 

 既に存在している不退去・監禁型にしても、脅迫とまでは言えないけれども、消費者が断れない

状況あるいは、「はい」と言わざるを得ない状況に追い込んでいくという点では共通なのだけれど

も、追込み方が現行法で既に認められているタイプの場合は、契約をしない限り解放してくれない

というところに着目をしています。ここの事例３以外も解放してくれないということであれば現行

法でもカバーできると思うのだけれども、そこに着目するのではなくて、もう履行は終わってしま

っているということから拒めないという状況に心理的に追い込むというところにポイントを置い

て、新しい類型を作ろうとしているのだろうと思います。 

 事例３はどうかというと、これはどちらかというと親切行為を事前に行うようなタイプに近いの

ではないか。これだけ説明してやったのにとか、これだけいろいろ親切なことをしてあげたのにと

いうプレッシャーをかけて、断れないようにする。ここで脅しが入って「はい」と言わない限りそ

の場から逃れさせてくれないという状況があるのであれば、これは現行法で多分カバーできるわけ

です。そうではなくて、事例３を入れようとするのは、先行行為なのだけれども、債務の一部履行

ではないようなタイプ、しかし、全部の消費者とは限らないけれども、一部の消費者としてはそこ

までやってもらうと断れない、やってあげたのだということを言われるとますます断れないという、

そういうところに着目しているのだと思います。親切行為型は、若干ハードルが高いかなという感

じを持っています。事例３を除くタイプは共通であって、履行を先に勝手に行って、代金を払わざ

るを得ない状況に追い込むということで共通しているので、こちらは恐らく条文化も大変しやすい

タイプではないかという印象を持っております。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見があればと思います。 

 長谷川委員、どうぞ。 

○長谷川委員 ２点質問と、１点意見がございます。質問の１点目は、事例１から事例３を拝見し

ていますと、加納課長からの御説明でも再三言及がありましたように、怖かった、怖くてというと

ころがある。これについては前回の改正前の検討で既に議論があったのかもしれませんけれども、

強迫では対応できないものなのでしょうか。 

 質問の２点目は、この１から７までの事例は、正に資料の本文でもあったように、支払わなけれ
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ばいいのではないかと考えられるケースでありまして、先ほど専門家の方からこういったケースは

たくさんあるのですという御説明はあったわけですけれども、定量的にはどのぐらいあるのかとい

うことです。もし分かれば教えていただきたい。 

 最後に意見でございます。皆さんがおっしゃっているように、基本的に契約行為は、消費者と事

業者、要するに、当事者間の自由意思に基づいて締結されるものです。それが阻害されるようなこ

とがあるとすれば、よろしくないわけでございますので、それは是正されるべきであろうと思いま

す。一方、これは、共通の基本的な問題意識だと思いますが、それが本当に自由意思かどうか外か

ら見て分からないということが問題であって、それをどう抽出していくのかという作業を、今、し

ているのだと理解しております。 

 他方で、当事者の自由意思はなかなか外に出てこないので、契約締結を承認してしまった場合に

は、ある程度仕方がないのではないかというのも一つの価値観としてある。取引の安定性という価

値観に立って、しようがないものではないかとするのも一つの考え方ではないかと思っているとこ

ろでございます。 

 ひょっとすると松本理事長のお話と関連するのかもしれませんけれども、予見可能性という観点

から今回の御提案を見ると、やや中身が明確ではないのではないかと思うところが２つございます。

１つ目は、加納課長からも広くとっておりますということで御説明があったところでございますけ

れども、「関連する行為」というものにどの程度の行為が入るのかがなかなか分かりにくいという

ことです。 

 そして、２つ目は、「迫る」という行為の中身、意味内容が、今の御提案だと分かりにくいとい

うことでございます。 

 以上でございます。 

○山本（敬）座長 それでは、消費者庁からお願いいたします。 

○加納消費者制度課長 御質問どうもありがとうございました。 

 まず、１点目の事例１ないし事例３で怖くてというのは、民法上の強迫では駄目なのですかとい

うことなのですけれども、まず、この怖くてというので、それなりに怖がっているということを前

提にしたとすると、当たってくる可能性はあると思いますが、ただ、一般的に強迫の場合は害悪の

告知がいるのだと言われておりまして、例えばこうこうしないと、何らかの不利益が生じるよとか、

夜道に気をつけろとか、そういったようなものがあって畏怖させるのが強迫行為であろうと思いま

す。これらの事例において、それに相当するものが何かということではないかと思います。 

 それから、事例の分量でございますけれども、これはこの１から７まで今回御紹介いたしました

のは、こういった事例があるということで御紹介しておりまして、これらがどこまであるかという

のは、現時点で分量として私どもも持っているわけではございません。 

 ただ、先ほど有山委員や増田委員から御紹介がございましたけれども、さお竹屋のケースであり

ますとか送りつけ商法のカニのケースでありますとか、近時これと似たようなトラブルがあるとい

うのは把握しておりまして、それだと、これはどこまでどうできるのかというのはあろうかと思い

ますけれども、いきなり先行的に何らかの行為に着手する、あるいは商品を送りつけるといったこ
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とによるトラブルというのは、実は従前からありまして、それで実際特商法でもネガティブオプシ

ョンという形で規制が設けられているところでありますけれども、それのアレンジされたものが、

更にあるのではないかという問題意識を持っております。 

 ３点目に、御質問ではなかったかもしれませんが、言及されました松本先生の御意見にも関連す

る要件立てのお話といいますか、長谷川委員から２点御指摘がありまして、５ページの枠囲みの中

で言いますと「関連する行為」というものと「迫る」という行為が、外縁が不明確ではないかとい

うことであります。ここは確かに「関連する行為」というと、どこまでなのかという問題点はあろ

うかと思いますので、更に検討する必要があるかと思っていますが、松本理事長に適切におっしゃ

っていただいたとおりでありまして、適用範囲の切り分けということでは、義務の全部また一部の

履行というのは、これはほぼ明確に切り分けができると思いますので、それはそれで一つの切り分

け方だと思いますけれども、事例３のようなものをどう見るかということであります。私の認識で

は、こういった相談のトラブルが多いのではないかという気がいたします。従前から、こういった

形で、これだけ説明してあげたのに断るのですかという形で契約を要求するという行為が多いので

はないかと。それに対して、どう受け止めるかということではないかということで、こういうよう

に書かせていただいたものであります。御意見もいただきながら、更に検討する必要はあるかと思

います。 

 「迫る」というところでありますけれども、事例３のようなものを念頭に置いたとしますと、「迫

る」というような考え方で切り分けるのが適当ではないかということで書いたものであります。た

だ、この「迫る」と言いますのは、主観的に消費者が思いさえすれば「迫る」というようなものを

想定しているわけではありません。４ページの下の段落で、先ほど御紹介したように書かせていた

だきましたけれども、契約をするのが当然であるという言動であるとか、非難する言動であるとか、

何らかの言動を伴うような場合を想定しておりまして、それなりに客観的な切り分けをしていくこ

とができるものではないかと考えております。 

○山本（敬）座長 どうもありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 石島委員、どうぞ。 

○石島委員 今回いただいている事例なのですけれども、事業者側の具体的な言動についてほとん

ど記載がなくて、背景には、事業者と消費者との間にこれ以外の何らかのやりとりがあって、こう

なったのではないかというところが否定できないのではないかと思っております。 

 事例一つずつ申し上げると、事例１について、不用品回収後の言動について記載がなくて、契約

の締結を迫ったとこれで言えるのか不明ですし、威圧的態度による恐怖心からお金を支払っている

ということで、御提案にあるような返報性によるものではないのではないかという意味で、この事

例が当たるのかなという疑問がございます。 

 事例２につきましても、オイル交換後の言動が特に記載されていなくて、これも契約の締結を迫

ったと言えるのかが分からない。また、これも怖かったのでということでお金を支払っているので、
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これも返報性によるものではないと思います。また、勝手にワイパーを交換し始めるという事態は

かなり珍しいケースなので、これを救済すべき事例として取り上げるものなのかということも、そ

もそも検討しないといけないのではないかとは思います。実際は、やりとりに行き違いがあったと

か、それなりの事情があったのではないかとも思われます。 

 事例３については、既に松本理事長から御説明がありましたように、これは余りにも適用範囲が

広過ぎるようなケースにも思えますので、これも当たるのかなというところです。 

 事例４につきましては、見積りを求めただけではなくて、処分したいと言って家に入れているの

で、不用品の処分については、そもそも合意があったのですねというように見ることもできるので

はないかとも思います。 

 また、事例５につきましては、説明が少なくて何とも言い難いものなのですけれども、修理を行

うことについては承諾をしていたものの、後に請求された修理代金が結果的に高額であったという

ことで不満を持っているというような相談事例のように読めて、そもそも困惑して契約したもので

はないと思われます。 

 また、事例６につきましても、本当に契約していないのであれば、相手方が勝手に作業をして請

求書が送られてきただけであれば、これは作業を承諾していませんと言って支払わなければいいだ

けかと思いますし、このようなことを救済すべき事例に入れるべきなのかなという疑問が残ります。 

 事例７についても、これもサービスが先に提供されて、それに応じて契約したケースなのですけ

れども、こういうケースがそんなにあるのかなと。他人が自分の家の前の側溝を掃除して請求され

たというのはかなりまれなケースのように思いますので、このような特殊な事例を前提にして立法

する必要があるのだろうかという疑問が残ります。 

 ということで、相談事例だけでは、取引や相談に至った経緯などを正確に把握するということが

結構難しいのではないかと思いますので、裁判事例も集積する必要があるように思っております。 

 また、資料では、履行に対する行為が行われた場合には、消費者が返報性から意思表示をすると

いう御説明をいただいているのですけれども、先ほど申し上げたとおり、返報性によるものなのか

どうかということが余り切り分けられていないように思いますので、これを同じく疑問が残るとこ

ろでありますし、以前にも御紹介をいただきましたチャルディーニ氏の人間行動学に基づく分析を

営業活動に活用するということ自体は、とがめられるべきことではないと思います。ここではチャ

ルディーニ氏の理論の中で、返報性が特に取り上げられているのですけれども、過度に返報性を刺

激して消費者契約に持ち込むという営業手法が不当である可能性があるとは思うのですけれども、

今回挙げられている事例が、いずれも過度に返報性に関する消費者心理を利用している事例になっ

ていないのではないかと思います。 

 また、返報性を利用される事例が非常に多いということであれば、消費者に対してそうした心理

構造を利用する事業者が多いので、支払う必要のないものを払わないようにというような消費者啓

蒙だとか教育というものを、まずはやっていくべきなのではないかと思います。 

 あとは、この最後にいただいている規定の案で、結果的に困惑して契約に至ったものが対象です

ということにはなっているのですけれども、普通に消費者とコミュニケーションして、契約の締結
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に先立って一部履行することもあり得ると思いますので、こういうものとどう峻別していくのか。

困惑ということが要件には入っているのですけれども、そういったものとどう切り分けていくのか

なというのが、疑問が残るところです。 

 もう一つ申し上げると、自宅に上がり込んでというケースが結構多いのですけれども、自宅に上

がり込んで急に査定を始め出す、合意がないのに上がり出して始め出すということ自体が、これは

非常に恐ろしいことですので、取消権を与えるというよりも、こういった営業行為自体を取り締ま

るべきなのではないかと思います。 

○山本（敬）座長 それでは、ほかに御意見があればお願いします。 

 増田委員、どうぞ。 

○増田委員 今、御発言をいただいた内容で、消費生活相談を受けている者からお話しさせていた

だきたいと思います。 

 事例１、事例２に関して、威圧的な態度あるいは怖かったので支払ったということがありますけ

れども、このケースで、ここはたまたま威圧的とか怖かったと書いてありますけれども、同種の相

談で、怖かったとか、威圧的ということがないケースもありまして、家の不用品を持っていかれて

しまったとか既に修理されてしまった、それに対して怖いとかということではなく、そのことだけ

で支払ってしまうケースは御相談の中にはございます。また、トイレの修理に関しては、便器の交

換を勝手にされてしまったという相談があって、本当であれば安い修理代にもかかわらず、何万円

か取られてしまうというようなケースは珍しい相談ではありません。 

 それから、裁判事例を集めてほしいというのは、正しくそう思うのですけれども、この種の金額

のものが、裁判事例としてはおよそ考えにくいのかなと思います。そういう意味からいうと、消費

生活相談の中からピックアップして検証していくしかないのではないかと思います。合理的な判断

のできる方であれば、石島委員のおっしゃったとおり、断ればいいと私も相談を受けながら、心の

中では毎日そう思っています。思いますけれども、そうではないのが現実で、断ればよかったでは

ないですかと言って、おしまいにはできないのです。そういう方が、すごくまれなことではなくて、

非常に多い。それが現実なので、消費者教育をもっとするべきだというのは、本当に私も同感なの

です。石島委員よりもっと相談員はそう思っていると思います。ただ、現実、なかなかそこまでで

きていない。これから先、恐らく消費者教育が行き届くというところまで何十年もかかるのではな

いかと思っておりますので、そういう意味からいうと人間の心理というところも踏まえた対応が非

常に重要だと考えています。 

○山本（敬）座長 大澤委員、どうぞ。 

○大澤委員 先ほど、契約の成立等の関係で少し質問したのは、本日いただいた資料の４ページの

ところの３．具体的な対応策の検討というところを読んで気になるところがあるからなのですけれ

ども、２つ目の段落の「確かに」というところで「営業活動の一環として、契約締結前において消

費者に対して何らかのサービスを提供して誘引するといったことは」という形の書き方をされてい

るので、誘引という言葉がありましたので、ある意味、申込みを誘引するような例えば試供品を配

るとか、例えば少しだけエステなどでちょっとだけサービスをしてあげるとか、そういうことは普
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通、行われているだろうと。これが全部駄目ということではもちろんないのでしょうけれども、た

だ、これをやったことによって、消費者が負い目を感じてお金を払ってしまった。その場合に、本

来、これは断れるはずなので、断ればそもそも契約が成立する話ではないので、断れずに契約は成

立してしまった場合に取消しを認めようということだと、この４ページの文章を読んで理解したの

です。 

 先ほど来、出ている質問を伺っていますと、では、結局どういう行為を先行行為としてやって、

それを受けた消費者が契約をしたという場面のうち、どういう行為が想定されているかの中身が、

５ページの規定案のところを見ますと、先ほど長谷川委員からも「当該行為に関連する行為」とい

うことがここで一つ、付け加わっているのですけれども、義務の全部または一部の履行、これはあ

る程度明白というか、分かりやすいと思うのですが、この「関連する行為」というものの幅にもよ

ってくると思います。その場合に、例えばこういういわゆる普通の通常、常識的に考えられるよう

な誘引行為とのまず違い、すなわち、これらとどういう切り分けをするのかが問題だと思います。 

 仮にそこで切り分けるのが非常に難しいということになると、むしろ問題なのは、４ページの段

落の最後のほうに書いてある、例えば契約を締結した代金を、お金を払うのが当然なのですよ、倫

理的にあなたのやっていることは間違っている、何でお金を払わないのかという、そういう言い方

をしたとか、あるいは消費者が契約の締結を拒否することを非難する言動を伴う、こういう形で迫

るという場面に、これは限定しているのかなと４ページでは読めるのです。そうであるとすれば、

むしろここを要件として切り出して、５ページのところでは、これは「迫る」という２文字で恐ら

く表現されているのだろうと思うのです。どういう行為をして、その見返りとしてお金を払わせた

かという、その行為に着目するということであると、普通の誘引というか、申込みの誘引のような

ものとの区別も問題になるのかなと思いましたので、むしろ、しつこい言動で契約を迫ったとか、

あるいはあなたが何でお金を払わないのかというすごく高圧的な言い方をされたとか、そういう点

を要件として絞りをかけることも考えられるのではないかと思いました。５ページ目の規定案を見

ると、これらは「迫ることにより」という文言で表現されていると思うのですけれども、果たして

これだけでいいのかなということは疑問に思います。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 河野委員、どうぞ。 

○河野委員 ありがとうございます。 

 今回、この困惑類型の追加で、２つここに専門調査会報告書から抜粋されています。特に２番に

関して、前回の検討の際に私たちは何とかこういった事例に当てはまる消費者の方を救えないかと

消費者側からも問題提起をしましたし、事業者の皆さんもそれなりに歩み寄ってはいただいたので

すけれども、最終的にその事業者の方の予見可能性をどうやって確保するのか、そこのところをき

ちんと分かりやすく書いていくことが重要であろうということで、この威迫による勧誘に関しては、

更に検討を加えようということで、今回に持ち越されていると理解しております。 

 そもそも、先ほど増田委員がおっしゃっていたように、消費者の普通の生活でいうと、誰もが理

性的に問題を切り分けて、これは私には関係ないとか、これは不要だとか、しっかりと判断はして
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も、強く意思表示できる例は実はそれほど多くありません。私のような立場の者でも、よほど意を

決しないときちんとした判断ができないということが日常的に多々あるという大前提で、この問題

は対処していただきたいと思っております。 

 不退去と退去妨害しか現状では取消しに至らないということで、これに対する一つの解として、

今回この威迫による勧誘をより的確に要件立てをすることで事業者の方にしっかりと予見してい

ただく。こういう条件になったら取消しにつながるかもしれないから、しっかりと考えてやってく

ださいというシグナルになります。もともと悪質で弱みにつけ込んでやろうとか、それから、断り

切れなくしてやろうという方にとってみれば、これが決まることによって、しっかりと一定の予防

措置になると考えています。 

 今回出された要件に対して、もう少し皆さん、前向きにシンパシーを持って文言の検討をしてい

ただきたい。こういったことで救える消費者が一定数いる。そのことに対して、この委員会はどう

いう回答を出すのかということで、ぜひ積極的に考えていただければと思っております。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 山本健司委員、続いて、山本和彦委員、どうぞ。 

○山本（健）委員 ありがとうございます。 

 事例３のような事案を、適用対象から除外すべきではないと思います。 

まず、その必要性です。事例３のような事例は、よくある被害事案です。 

例えば、消費者庁が公表しておられます「平成23年度消費者契約法（実体法部分）の運用状況に

関する調査結果報告」の355ページに、関係機関からのヒアリング事例の１つとして、「勤務先に投

資用マンションの勧誘電話が執拗にあって、周囲の目が気になるほどになったので、はっきり断る

ために勤務先近くの喫茶店で会った。断っているのに長く話をされ、とうとう深夜になった。何と

か断って帰ろうとしたら、『こんなに長時間説明させて断るのか。それが社会人のすることか。土

下座して謝れ』と怒鳴られた。どうしようもなくなり、契約すると言ってしまった」という被害事

例が紹介されております。また、このような事例の問題点として、「心理的にも事実上も退去妨害

にほかならないのに、事業者が、喫茶店やファミリーレストランなどでは退去可能であるとして退

去妨害を認めない事例が多い」というコメントが付記されております。 

 また、裁判事例でも、いわゆる易学事件と呼ばれる神戸地裁尼崎支判平成15年10月24日の事案は、

易学受講契約等に関する説明の後、講義の費用が高額であることなどから消費者が断るために席を

立とうとしたところ、事業者が厳しい口調で「あなたのために時間を取っているのだから、勉強し

なさい」などと言って引き止めて最終的に契約させたという事案内容です。 

このように、事例３以外にも、契約の説明をした、時間を取ってあげたといったことの代償とし

て契約を迫るという消費者被害の類型は、社会に類型的に存在するものであって、これを保護の対

象から除外すべきではないと思います。 

 さらに、役務や商品の提供に先立つ行為を代償として契約を迫るという消費者被害の具体例とし

ては、ただ今のような説明行為とか、時間を取ってあげた行為以外にも、事前の調査をしたとか、

試食をさせたといった事例もあります。国民生活センターが平成22年３月３日に報道発表している
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事例として、りんごやみかんを試食させて購入を断ると「試食しておいて買わないのか」と強引に

買わせるという被害事例なども公表されています。このような被害事案の存在に鑑みれば、契約上

の債務の履行の一部をしたという先行行為のケースだけに適用の対象を絞るべきではない と考え

ます。 

 また、規定ぶりも許容性があると考えます。今回の提案では「関連する行為」という字句が使用

されておりますが、同様の字句は、現行法４条２項の不利益事実の不告知の規定でも「当該重要事

項に関連する事項」というふうに現に使用されており、今回の提案だけが殊更に不明確な条文であ

るということはないと思います。さらに、その規定内容については、適用範囲がよく分かるように、

事例３のような事前の説明行為や、時間を取った行為や、事前の調査行為等を念頭に置いているの

だということを、一問一答や逐条解説で明確化していただくことも十分に可能であると思います。

したがって、今般の提案内容でも、殊更に適用範囲が不明確ということはないと思います。 

結論として、事例３を含む原案の適用対象のまま立法したほうが望ましいと考えます。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 山本和彦委員、どうぞ。 

○山本（和）委員 全く素人の感想に過ぎませんけれども、コメントさせていただきます。 

 私自身は、この事例の分類については、先ほど松本先生が言われたことと同じ印象を持って、事

例３とそれ以外という感じなのかなと思いました。この前段に当たる、義務の全部または一部の履

行に相当する行為というのは、これは皆さん御指摘のように非常に特定されていることだと思いま

すし、そもそも義務を契約もないのに先履行して、それがビジネスモデルとして成立するというの

は、当然その後契約が成立するであろうということを事業者は前提にできるからなのだろうと思う

わけですが、そこに強制というか、困惑というか、消費者側から見たそういう経緯が入り込む余地

というものは相当程度定型的にあるような気がいたしますので、ここを切り出すということは、私

はそれなりに合理的な規律かなという印象を受けます。 

 他方、「関連する行為」ですけれども、これは条文から見たところでは、関連すると言えば、か

なりのものがそこに入ってくるわけでありまして、結局は、要件のところでは、この「契約の締結

を迫ることにより困惑する」という、この文言で縛っていることになるのかなと思いますが、これ

が本当に縛り切れているのかどうかというところはやや疑問があるような感じがいたしまして、山

本健司委員からの御指摘のように、恐らく制約すべき行為というのは、相当世の中にあるというこ

とは多分そうなのであろうと思うのです。他方で、この要件の読まれ方によっては正当なビジネス

を阻害する可能性も否定できないような感じがしまして、これを残すのであれば、もう少し「関連

する行為」をスペシフィックに書くか、あるいは大澤委員が言われたように、この「契約の締結を

迫ることにより困惑する」ということをもう少し強いもので書くのか、何らかの形で要件を絞らな

いと、このままでは条文としてどうかなという印象を持ちました。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 
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 ほかに御意見等があれば、お願いします。 

 後藤巻則座長代理、どうぞ。 

○後藤（巻）座長代理 事例１から事例７までを通じて、事例３は確かに松本理事長その他の委員

の方がおっしゃっているように、少し違う側面があるのですけれども、事例１の場合は「回収費用

を請求された」となっていまして、事例２も「代金を請求された」となっています。事例４も「処

分費用を請求された」。事例５も「今、支払ってもらわないと困る」ということで請求されたとい

うことと近い状況で、事例６も「今年もまた作業が済んだと請求書が送付された」ということ、事

例７も「代金を請求された」という状況になっていまして、契約の成立ということが前提となって、

代金の支払請求ができるわけですから、消費者が契約が成立したと思わなくていい状況で事業者側

が一方的に契約の成立を主張している、そう考えることができると思います。 

 そういう意味から、一方的に契約の成立を主張されるなどというのは、非常に攻撃的な取引方法

であって、理由付けとして４ページに「人は他人から何らかの施しや好意を受けた場合には、お返

しをしなければならないという感情を抱くものと考えられる」という理由付けがあるのですけれど

も、このような好意に対しては好意で応えるというようなそういう考え方が根底にはあるのかもし

れませんけれども、むしろ好意に応えて代金を支払うとかという問題というよりは、契約が成立し

ていないような状況で、成立を一方的に主張されるというのは、困惑に正にストレートに当たる状

況であります。そういうような行為を問題とするのだということであれば、ここに挙げられている

事例は非常によく理解できると思います。 

 東京都もそうなのですけれども、各地方公共団体で、条例の中で契約成立の一方的な主張という

ようなことは不適切な取引行為として規制されるというようなことがかなりありまして、そういう

ような類型と同じようなものを考えているのかなというのが、私の印象であります。 

 事例３は、これはむしろ支払請求の前提となるような履行行為が事業者側にないので、そこで請

求という行為に出ることができないという、それだけの話でありまして、契約をするのが当然であ

るという主張をしてくると、契約成立を一方的に主張するのと同等の困惑状況に、消費者としては

陥るのではないかと思います。 

 そういう意味からいうと、大澤委員がおっしゃったような理論的には契約が成立しているのかし

ていないのかという問題が、ここでは出てくるとは思うのですけれども、一応の解決として、契約

が成立していないと思われるような状況で一方的に事業者側が契約の成立を主張して代金支払請

求等をしてくる、こういうような類型で困惑をしているという問題として、事例の１から７まで整

理できると思いますので、そういう意味で、これを全部消費者契約法の適用対象にするということ

に賛成いたします。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見があればお出しいただければと思いますが、よろしいでしょうか。 

 後藤準委員、どうぞ。 

○後藤（準）委員 遅れてきて申し訳ありません。 

 どういう議論がなされたか承知していないので、少し場違いな発言になるかもしれませんが、お
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許しをいただきたいと思います。 

 事例に関して、事例１とか事例４、事例５、事例６は、少なくとも消費者側の何らかの依頼行為

が事業者に対して行われている。他方、事例２、事例３及び事例７は、消費者側からの具体的な依

頼がない事項である。それが結果的に、事業者側では契約行為があったかのように請求をしてきて

いる事例ということが言えるのではないか。ですから、消費者側から何らかの依頼があった場合に

ついて、その依頼を受けた側と依頼をした側の両者の意見が相互に違っているということなので、

これをどのようにして解決をするのか。今回の例では、言った言わないというような事例というの

をどう解決できるのかという手法を少し検討していただいたほうがいいのではないかとい うよう

に考えております。少なくとも、文書での契約になっていれば、双方の食い違いは明確に分かるわ

けだと思いますけれども、口頭契約の場合は、お互いに言ったことを依頼する側が依頼したことと

受け取る側が依頼されていることとを履き違えて、結果として履行されたものが、依頼したものと

違っている。この場合の請求を一体どう扱うのかという議論をもう少しやっていただいたほうが事

業者側としては分かりやすいのではないかと考えております。 

 したがって、そういった場合に、何らかの要件をもって請求をしたものしか事業者側は請求がで

きないといったことは、ある程度考えることは可能だと思っておりますが、その要件が過度であれ

ば、従来から問題点として挙げていますとおり、安定的な取引を阻害する結果になりかねない。で

すから、事例をたくさん挙げていただいているのは結構なのですけれども、事例の意味合いを十分

に検討していただいたほうがいいのではないか考えております。 

 １ページの専門調査会の前回の報告書の中でも、②威迫による勧誘の下から４行目ぐらいのとこ

ろに「困惑類型の新たな規律として、如何なる状況下において消費者に取消権を認め救済を図るべ

きか、問題となる事例に類型的に見られる威迫行為の態様を抽出することが必要だと考えられる。

そのため、引き続き、裁判例や消費生活相談事例を収集・分析して検討を行うべきである」と、前

回、そうなっていたかと思います。今回、事例がたくさん挙げていただいたのは結構なのですけれ

ども、それぞれの事例の意味合いをもう少し文書の中でも説明をしていただいたほうがより分かり

やすくなるのではないかという印象です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 山本健司委員、どうぞ。 

○山本（健）委員 「当該行為に関連する行為」という部分に関して、出来るだけ適用範囲が分か

りやすいようにした方が良いというのは、そのとおりだと思います。その点、例えば「当該契約に

ついて説明した行為、準備した行為など」といったような例示を入れるなどして、想定している対

象を明らかにするような在り方はあり得ると思います。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 松本理事長、どうぞ。 

○松本理事長 私が先ほどの発言で、事例３だけが別ではないかといった理由は、事例３は明らか

にまだ契約が成立していないことを前提に事業者としては契約の成立を迫っているタイプなので
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す。それ以外は、後藤巻則座長代理がおっしゃったように、行動パターンとしては、代金を請求す

るということは、事業者の心では契約が成立していて、したがって、代金の請求だという主張をし

ているということになると思うのです。いろいろなやりとりの中からもっと早い段階における契約

の成立を認定できるのであれば、様相は大分変わってくるわけですね。その場合は、その最初の契

約が取り消せるかどうかという議論をしなければならないわけなのです。 

 ここで出てきたような最初の段階、最初のやりとりの段階では契約が成立していないにもかかわ

らず、事業者側が一方的に債務の全部履行あるいは一部履行という既成事実を作って、そして、そ

の代金の請求をすることによって消費者としては断れない状況に追い込まれて、代金を払う。代金

を払う行為は、消費者サイドから見れば、そこで契約をすると同時に自分の債務の履行をしている

ということになります。その段階の契約の意思表示を取り消せるかどうかという議論なわけなので、

もっと早い段階で契約が成立しているということになれば、ここでの議論は全然適用できない話に

なってきます。 

 したがって、私は契約が成立していないにもかかわらず、一方的に履行を行うことによって消費

者を心理的に追い込んで代金を支払わせるとともに、そこで契約をさせるというタイプを取り出す

というのが、分かりやすいのではないかと考えています。契約の成立が争われる問題は別の話にな

ってくると思いますし、当初した契約と履行の内容が違う、それで、代金は契約とは全く違う履行

について請求されるという場合も、少しまた議論しなければならないところ、どの部分を取り消せ

るのかという議論があります。全く合意がないのに一方的な履行という形で契約の締結を迫られる

というタイプに限定すれば条文化はしやすいのではないかということです。それ以外のタイプにつ

いても不当なタイプはもちろんありますから、それを条文化していくときには、きちんと過不足な

い形で考えていく必要があるので、「関連する行為」ということで十把一絡げというのは、相当紛

糾すると思います。 

○山本（敬）座長 ほかに御意見があれば、お願いします。 

 井田委員、どうぞ。 

○井田委員 先ほど複数の委員から例えば事例１ないし７などでも、これ以外にも何らか事情があ

って事業者がこのような行為に及んだとか、事業者が勧誘に来たとか、そういうお話がありました

けれども、恐らくそこは例えば困惑したかどうかとか、事業者側のその行為によって、契約の意思

表示をしたのかという因果関係のところである程度考慮ができると思いますので、このような規定

を設けたからといって、事業者とのやりとりの経過が全く考慮されないわけではありません。私は

このような原案に賛成です。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 河上委員長、どうぞ。 

○河上委員長 １点だけ質問と意見があります。前に人間関係を作り上げてそれにつけ込んだとい

うつけ込み型勧誘規制の提案がなされたことがございました。あれと今回の規定というのはどうい

う関係なのか。つまり、心理的に追い込んでいくということでは同じなので、具体的な行為態様の
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事例１、事例２というか、条文で言えば１項、２項という形にしておくようなつもりで提案をされ

ているのか、それとも前のはもうやめて、これでいこうという提案なのかというのがよく分からな

かったので、後で教えていただければと思います。 

 もう一つは、消費者が契約するときには、契約をしたのかしなかったのかなどというのは非常に

曖昧な状態のまま事態が進んでいることのほうが圧倒的に多いという事実です。そこを事実上断れ

ないような状態で追い込まれていくという追い込み行動が行われたら、結局ほとんどの消費者は我

慢して代金を払ってしまうということになるのではないかという気がいたします。 

 先ほど、後藤巻則座長代理からお話がありましたけれども、消費者にとって契約が成立している

のかしていないのかはっきりしていないような状況下で、契約成立を一方的に主張されて追い込ま

れていくという場面が、ほぼここに体現されているので、そこの部分を受け皿的に規定を作ってい

ただくのがいいのではないかと思います。言葉としては、一方的準備行為とか、あるいは履行行為

という言葉が、上手に繰り出されているので、これを使われたらいいと思うのですが、そのような

感触を持ちました。 

○山本（敬）座長 では、今の点について、消費者庁からお願いいたします。 

○加納消費者制度課長 河上委員長の御質問については別物ということで考えておりまして、河上

委員長がおっしゃった人間関係云々というのは、いわゆるつけ込み型と申しておりましたけれども、

消費者が合理的な判断をすることができない事情を利用して契約を締結させる行為という ものを

考える中で、その当時２つお示しをしまして、一つが不安をあおる行為というものでありましたが、

もう一つが人間関係を利用して不必要な契約を締結させるようなパターンです。これは若年者被害

の問題がありましたので、それで、いわゆるデート商法というものを想定しながら、そういうもの

を考えてはどうかと。今回想定している事例は別でありますので、別のものとして困惑類型として

また別途設ける。大澤委員から似たような御指摘があったかもしれませんけれども、あれはあれ、

これはこれということであります。 

○河上委員長 つまり、両方とも断り切れないような事情を作出して、それに対して契約締結を迫

るという意味では共通しているかなと思ったものですから。 

○山本（敬）座長 どうぞ。 

○加納消費者制度課長 御指摘のところは、そういう考え方もあると思います。共通しているとこ

ろはあって、断り切れない状況の作出と。断り切れない状況の作出にもいろいろあるのではないか

ということでありまして、人間関係作出というのも一つですし、これは義務の履行という話、仮に

そういうものを切り出すとしたら、そういった形で契約の締結を迫るのも一つの作出であろうとい

うことであります。ただ、想定している事例は違いますので、それぞれにおいて規律が必要ではな

いかということで、お示しをしているものであります。 

○山本（敬）座長 よろしいでしょうか。 

 長谷川委員、どうぞ。 

○長谷川委員 対応すべき事例なのかどうかということがいま一つ腑に落ちないものですから、同

じような質問をさせていただいております。先ほど山本和彦委員が別の言葉でおっしゃったかと思
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いますが、ビジネスモデルとして成立しているということはそういう事例がたくさんあるというこ

となのかもしれませんが、先ほど加納課長から御説明のあったカニの送りつけ事例でありますとか

さお竹の事例というものは、当該事業者というのはどうなっているのでしょうか。要するに、アド

ホックにやっては逃げやっては逃げているという感じになっているのかどうか。もし分かればなの

ですけれども、お願いします。 

 もう一つは、契約における義務の全部又は一部の履行を先にやっておいてということに対して、

諸外国では法制度による対応が行われているのでしょうか。 

○山本（敬）座長 消費者庁からお願いいたします。 

○加納消費者制度課長 １点目は、私どもも追跡できているわけではございませんけれども、例え

ばさお竹屋の事例があって、それはさお竹屋さんがやっているのだと思います。そうでない人はや

らないと思います。送りつけ商法のケースは、これは推測も入っていますけれども、手を替え品を

替えという印象はあります。すなわち、時期に応じて似たような、何かはやりそうなものを送って

商品を購入したような形をとって代金の支払の請求をさせるというようなケースは、よく見られる

ということでありまして、その時期によって対象となる商品・役務が異なっているということでは

ないかという気がいたします。 

 諸外国につきましては、私どもが把握する限りでは、ずばり相当するものは、現時点では見当た

らない状況であります。といいますのは、先ほどの河上委員長の話とも関連するかもしれませんけ

れども、諸外国はもっと広いような汎用性のある立て付けで規定しているものが、むしろ多いかな

と。攻撃的商行為とかという形で、その中でこういった事例が読み込まれることもあるということ

ではないかと思いますが、今回、適用範囲を明確にしていきましょうということでやっております

ので、想定している事例に応じて、こういう事例についてはこう、こういう事例についてはこうと

いう形で、それぞれ規律を設けるということで御提案しているものであります。 

○山本（敬）座長 よろしいでしょうか。 

 山本健司委員、どうぞ。 

○山本（健）委員 「当該行為に関連する行為」という部分について、今日の御議論を承っていて、

この部分に関するワーディングをもう少し検討していただく必要があるのかなという気がしてお

りますが、事例３のような被害事例が救済できないような規定内容にならないように、継続検討を

よろしくお願いします。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 たくさんの御意見をいただき、問題点がかなり明確化されたように思います。私の理解する限り

では、何人もの方に御指摘いただいていましたように、全体としては、大きく分けると２つのタイ

プの問題類型があると考えられます。１つ目が、契約の義務の全部または一部の履行に相当する行

為を、契約を締結していないにもかかわらず先に行い、その代金の支払を請求するというタイプの

もの。もう一つが、事例３のような類型です。 

 前者の類型に関しては、資料に挙がっている事例１から事例２、そして、事例４以降が具体的に
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これらの類型として適切な事例なのかどうかという点については、更に精査する必要があるかもし

れませんけれども、義務の全部または一部の履行に相当する行為を先にして、代金の支払を迫ると

いうような場合は、取消しを認める理由があるのではないかという御意見が多くの委員の方から出

されていました。もちろん、契約成立を拒めばよいではないかという御指摘もありましたけれども、

消費者契約法の前提は、事業者と消費者の間には情報・交渉力の構造的な格差があるということで

して、そのような前提からしますと、強い人間像で、なかなか断り切れるものではないという御指

摘もあったところです。また、事業者の行為から見ても、契約が成立していないにもかかわらず、

先に履行をして、その代金を請求するという行為自体、不公正な行為ではないかという趣旨の御意

見もあったところでして、そのような意味でも、取消しを認めるための要件として適当ではないか

という御意見が多かったと言うことができると思います。 

 それに対して、事例３のような場合、あるいは事例３に類する例がほかにもあるという御指摘も

あったところですが、これらについては、救済する必要があるとしても、それをどのような要件で

受け止めるかという点については、問題点の指摘もあったところです。現在の提案では、「当該行

為に関連する行為」として特定しようとしていますけれども、これに関しても十分ではないという

御指摘もありました。それでは、このような行為類型として特定していくことがどこまでできるか

ということが問題になります。 

 また、他方で、「契約の代償として契約の締結を迫ることにより困惑し」ということで、そのよ

うな問題を受け止められるか、あるいは更にそれを具体化していくことができるかという問題提起

もあったところです。「迫る」の意味は、難しいところがあるのですが、義務の全部または一部を

履行する場合は比較的単純で、事業者側が契約が成立した場合に生じる事業者の義務の全部または

一部を履行し、その旨を告げて代金の支払を請求することが、「迫る」という行為の具体的な内容

を表していると見ることができます。それに対して、事例３のような場合ですと、もう少し更に要

素を付け加えていく必要があるのではないか。では、どうすればそれを明確化できるのかというこ

とが、今日明らかになった課題ではないかと思います。もちろん、事例に即してそれがどう組み立

てられるのかという説明を更にしてほしいという御意見もあったところですので、そういった点も

含めて、更に詰めてもう一度議論していただくということになるのではないかと思います。 

 それ以外に、今回は、この類型を独立のものとして要件化を目指すということで提案がありまし

たけれども、執拗な電話勧誘等による困惑という問題も以前からずっと指摘されているところで、

この問題についてもなお対応する必要があるのではないか、これで終わりというのではなく、更に

明文化の方向を探るべきではないかという御指摘もあったところですので、これも含めて今後更に

検討していくということになるのではないかと思います。 

 たくさんの御意見が出ましたので、まとめ切れていないところはあるのですけれども、基本的に

は、以上のようなことで、更に詰めて次回もう一度ここで改めて検討するということでいかがでし

ょうか。もちろんその前にヒアリングがありますので、その場でも御意見を頂戴するということに

なろうかと思います。補足いただくことがあればと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、ここで、35分まで休憩ということにして、その後で後半の議論をその後続けたいと思
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います。 

 ありがとうございました。 

 

（休  憩） 

 

≪３．消費者に対する配慮に努める義務≫ 

 

○山本（敬）座長 時間が参りましたので、ただいまより議事を再開いたします。 

 続きまして、消費者に対する配慮に努める義務について、消費者庁からまず御説明をお願いいた

します。 

○加納消費者制度課長 資料７ページの第２．のところであります。この論点は、追加的に検討す

るとされたものでありまして、そのきっかけであります消費者委員会の成年年齢引下げ対応検討ワ

ーキング・グループの御提案について、７ページから抜粋して書いてあるものであります。 

 点線で囲ってある中のアのところでありますけれども、提案の内容としては、事業者が消費者契

約を締結するに際して、消費者の年齢、消費生活に関する知識、経験、能力に応じて適切な形で情

報提供するとともに、消費者の需要及び資力に適した商品・役務の提供について、必要かつ合理的

な配慮をするように努めるということが御提案になっております。 

 それにつきまして、これまでのこの専門調査会の御議論の中で御指摘があった点を中心に、私ど

もで資料をまとめたものであります。 

 まず１点目は９ページでありますけれども、消費者基本法、これに似たような趣旨の規定があり、

それとの関係をどう考えるかという御指摘であります。参考条文として、消費者基本法の２条、そ

れから、５条というところで、似たような趣旨の規定があるというのを御紹介させていただいてい

るものであります。この中でも、特に５条は、事業者の責務として、その２号、３号というところ

でありますけれども、こういった規定が既に設けられているというものであります。 

 10ページ、ただ、これらの規定は、いずれもいわゆる基本理念あるいは責務というものでありま

して、直ちに法的効果が生ずるものではないということであります。 

 他方、消費者契約法の第３条は、努力義務ということでありますが、法的義務ということにはな

ろうかと思いますので、そこは性質が違うと思います。 

 ３．で、消費者契約法における第３条の現行の規定を御紹介しておりますが、こういった趣旨の

いわゆる努力義務の規定として設けられているものであります。今回のワーキング・グループの御

提案を踏まえますと、この１段落目の３行目辺りですが、消費者の年齢でありますとか、知識、経

験、能力といったものを、情報提供する際の方法、程度を判断するための考慮要因として追記する

というものであろうかと思います。 

 その次の「そして」の段落に書いてありますが、こういった手当てを講ずることの意味でありま

すけれども、先ほど申し上げました３条１項、いわゆる努力義務ではありますけれども、裁判例を

脚注７で御紹介しておりますが、信義則上の義務というものを考えるに際しては、この現行法３条
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１項をしんしゃくして、その義務の有無について判断するといった裁判例もございますので、こう

いったところで意味が出てくる。消費者基本法とは異なって、こういった効果があるのではないか

というものであります。 

 逆に言いますと、そういった効果があるということでありますから、新たに設けるに当たっては、

それなりにちゃんとした検討をしなくてはいけないのではないかと思われるところでありまして、

10ページから11ページにかけまして、３点ほど書いてみたものであります。 

 まず１点目、10ページの末尾から11ページにかけて書いているものですが、現行法３条１項の逐

条解説などを参照いたしますと、ここに引用させていただいているような書き方をしておりまして、

いわゆる情報の質、量、交渉力の格差に鑑みて、必要な情報の提供をするよう努めるということで

ありますので、その方法、程度を判断するための考慮要因として、更に追記する必要があるのかど

うかという点については検討が必要ではないか。現行法でも一定の範囲では対応することができる

のではないかとも考えられるものであります。 

 ２段落目でありますけれども、もう一点でありますが、ワーキングの御提案ですが、消費者の年

齢や知識、経験、能力というものでありまして、これはどちらかといいますと、個別の消費者の属

性に着目した事項と思われるわけでありますけれども、現行の消費者契約法は、消費者と事業者、

消費者の定義、事業者の定義がありまして、それらにいろいろな構造的な格差があるということで、

逆に言うと、それに割り切って規律を設けるということが基本的な発想かと思いますので、現行法

の枠組みを変えていくというところはあろうかと思います。 

 「なお」の段落で書きましたのは、ワーキングの御提案を分析的に見ますと、内容として、一つ

は情報提供するということでありますが、それとともに、一定の需要、資力に適した商品・役務の

提供についての配慮というものもございます。この適した商品・役務の提供というものは、これは、

商品・役務の提供そのものについて何らかの規律を設けようとも思われるわけでありまして、現行

法の消費者契約法にはない新たな要素を導入することになるものかと思います。この点についてど

う考えるかということについて、御意見を頂戴できればと思います。 

 なお、11ページに４．として書いたもので、参考となるものとしては、金融商品の分野に関する

規定でありますが、金融商品販売法でありますとか商品先物取引法など、一定の法律の規定には参

考になりそうな規定がございます。 

 13ページの参考条文として幾つか御紹介をしておりますが、例えば金融商品販売法というものが

ございます。これは、消費者契約法と同じ時期に成立した法律でありまして、金融商品販売業者の

説明義務を規定し、これに違反した場合には顧客が損害賠償請求をすることができるという規定で

ありますけれども、その第３条で、業者が顧客に対して一定の事項を説明しなければならない、言

うならば、情報提供義務に相当するような規定を設けつつ、２項として、その説明というのは顧客

の知識、経験などに照らして、顧客に理解されるための必要な方法、程度によるものでなければな

らない。この必要な方法、程度によるというところで、更に義務の内容を具体化していっていると

いうものでありまして、同趣旨の規定は商品先物取引法などにも見られるわけでありますが、こう

いった形で情報提供の方法、程度を実質化していくというものがございます。もし消費者契約法に
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おいて手当てを講じていくとすれば、こういったものが参考になるのではないかと考えられます。 

 ただ、12ページの末尾に書いたものでありますが、これらの規定は、金融商品であれば金融商品、

商品先物取引もそうでありますが、一定の取引分野に限定した規律として各法に設けられているも

のでありまして、あらゆる商品・役務を対象とする消費者契約において同類の規定を設けることが

できるかどうかということについては、慎重な検討が必要とも考えられると書いておりまして、こ

の点についても御議論いただければと考えてございます。 

 御説明は以上であります。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 それでは、この消費者に対する配慮に努める義務について御議論いただきたいと思いますが、ま

ず、議論に先立ちまして、井田委員から資料２を御提出いただいていますので、その内容について

御紹介いただきたいと思います。 

 井田委員、どうぞ。 

○井田委員 分かりました。 

 資料２を提出させていただきました。この論点に関する私の意見といたしましては、現行法、消

費者契約法３条１項を、資料２の下線部のように「消費者の年齢、知識及び経験並びに能力に応じ

て、①消費者の権利義務その他の消費者契約の内容についての必要な情報を提供するとともに、②

消費者契約を締結する目的及び財産の状況に適した商品及び役務の提供をなすよう努めなければ

ならない」としてはどうかと言うのが、私の意見です。 

 理由につきましては、今回提出したもので書いておりますけれども、まず３条１項は、努力義務

として必要な情報を提供するように努めなければならないと書いておりますが、規定の明確性とい

う観点から情報提供義務の方法及び程度を判断するということに当たって、その考慮要因を明記す

ることには意味があるのではなかろうかと考えました。現行法でも、資料１で指摘された消費者基

本法あるいは金融商品関連法規のみならず、今回お付けした資料２のとおり、特商法であるとか割

販法、貸金業法、信託業法及び電気通信事業法の26条に基づくガイドラインというものについて、

年齢を問わず、消費者の知識、経験及び財産の状況等に照らして、不適切な勧誘を行わないように

定められてきています。これらはあくまで業法であることは承知しておりますが、順次規定が制定

されてきたという流れを考えますと、消費者契約一般に情報、交渉力の構造的格差を背景として、

事業者に対して消費者への知識、経験及び能力に照らした適合的な契約への勧誘が求められている

と理解してよいのではないかと、私はそのように考えました。 

 また、②の部分につきましては、構造的格差を是正するという本法の目的からすれば、事業者が

提供する情報の内容が適正であったとしても、その提供する商品の役務が当該消費者にとって過剰

であるとか、あるいは価格が経済的能力を超える場合など、当該商品・役務が、その消費者の契約

を締結する目的や財産の状況に適しない場合は、結局は、本法の制定によって消費者の自己決定基

盤を整備する。自由な意思決定過程を支援しようとしたことの意味が減殺されるのではなかろうか

と考えました。 

 もう一つ言えば、その消費者に合った商品・役務の提供こそが、健全な商道徳に沿うのではない
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かと思っておりますし、事業者の方も様々な商品・役務を提供する際には、あらかじめ顧客を想定

しているものと理解しておりますので、そのような商品・役務の提供こそが、健全な商道徳に沿い、

ひいては健全な市場の発展にも資するものであると考えております。 

 以上のことから、私が述べたような意見を述べた次第です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 それでは、引き続きこの問題について御意見、御質問のある方は、御発言をお願いいたします。 

 山本健司委員、どうぞ。 

○山本（健）委員 御説明頂きありがとうございました。 

 結論として、井田委員の御提案に賛成いたします。高齢化社会の進展、成人年齢の引下げといっ

た社会情勢のもと、消費者の中でも特に不十分な判断能力しか有していない消費者の保護という観

点は大事な視点であると思います。そのような特に弱い消費者への配慮という観点を消費者契約法

の努力義務の一部として確認しておくことは有益ではないかと思います。 

 この点、井田委員の御提案につきましては、第３条はもともと努力義務の規定ですし、御提案い

ただいている内容としても、事業者としては言わば当たり前とも言うべき健全な商道徳に関する記

載となっているのではないかと思います。また、それによる直接的な弊害なども特に想定できない

のではないかと思います。ワーキング・グループの御提案を踏まえて、このような字句の追加を検

討してもよいのではないかと思います。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見があれば、お願いします。 

 鹿野委員、どうぞ。 

○鹿野委員 私も今のお二人の委員と同じ考えなのですけれども、これを規定に入れる方向で検討

すべきだと思います。現在でも大学生とか若者における消費者被害というのは特有のものがありま

すが、更に成年年齢引下げに伴ってトラブルが増大するということが危惧されており、そういうこ

とを踏まえたワーキング・グループの報告書だったと思います。 

 そして、消費者庁から御説明がありましたように、既に消費者基本法の２条２項には、基本理念

の中で、消費者の年齢、その他の特性に対する配慮ということが規定され、更に同基本法５条１項

３号には、消費者との取引に際して、消費者の知識、経験、及び財産の状況等に配慮することとい

うことが事業者の責務として規定されているわけです。これは、消費者取引における消費者と事業

者との間の構造的格差を前提に、特に年齢等による消費者の知的な成熟度や社会的、経済的な成熟

度の不足が、構造的格差を一層増幅させ得るだろうということを考慮して規定されたものと考えら

れます。そういうことで、基本的な考え方としては、既に基本法の中に入っているのではないかと

思います。 

 ただし、この規定は民事法上の効果とは直結しない、原理的ないし理念的な位置付けを持つとい

うことだろうと思います。 

 今回、ワーキング・グループの報告書では、情報の提供ということと、商品・役務の提供につい
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ての合理的な配慮という、大きく分けると２点が提案されているわけです。いずれも先ほど申しま

した消費者基本法の趣旨からすると一般的に妥当することですが、契約との関連では消費者契約法

においてそれを明記するとこにより、改めて契約の際に特に事業者に注意を喚起するという意味合

いがあるものと思います。 

 これが置かれることによる弊害ということを危惧される向きもあるかもしれませんけれども、こ

れも既に井田委員から御指摘がありましたとおり、特に積極的な作為義務とか調査義務を事業者に

課すというものでは恐らくないと思いますし、努力規定として置かれるのであるから、契約法では

あるけれども、直接的に直ちに民事法上の効果に結び付くわけではないということだろうと思いま

す。ただ、消費者庁からの御説明にもあったように、この規定の趣旨ということを踏まえて、場合

によっては、他の規定、例えば４条の規定の解釈だとか、あるいは信義則の考え方などに連なって

くるような、解釈上の可能性はあるとは思います。ですが、これも具体的な事情案の下で、例えば

著しく逸脱したものが不法行為とされるという枠組を変更するものではなく、一概に事業者が具体

的にこれをしなければならないというような性質のものとしての位置付けとは違うのではないか

と思います。 

 ということで、既に基本法にある考え方ですから、今でもその考え方は解釈上勘案され得るかも

しれませんけれども、それをより契約に即した形で規定するということには、一方で意味もあり、

他方で、事業者に対して過度な負担を課すものではないと考え、この規定を設ける方向に賛成です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見があれば、お願いします。 

 増田委員、どうぞ。 

○増田委員 成年年齢の問題が取り上げられたときに、これまで高齢者の判断不十分あるいは合理

的判断ができないということについては、国を挙げての手当てをしてきたということがありますけ

れども、若年に関してはまだ不十分であるということが明らかになったと考えております。 

 成年年齢のワーキングの中でも、未成年者のときは救済ができていたけれども、二十になった途

端に救済が困難になっている状況が分かりましたし、相談の中においても、私ども消費生活センタ

ーでは大変苦労しているところです。二十になった途端にエステが出てくる、マルチが出てくる、

そして、消費者金融が出てくるというような状況もあるわけで、そういうところから、更に商品・

サービス自体が高度、複雑化していて、品質の確認ができない、効果の確認ができないということ

からも、その情報の収集自体が難しくなっています。インターネットで情報収集するにしても、そ

の真偽の確認ができない、どこを見たら正しい情報なのかということも分からず、非常に危ういこ

とがあります。そういうところから、それを提供する事業者の方々に、正しい情報を適切に提供し

ていただきたい、事業者のその業界の言葉ではなく、その消費者に合った説明の仕方で提供してい

ただきたいということであって、これをしなかったからといって取消しになるということではあり

ませんので、合理的な配慮、適切な配慮をしていただきたいということが基本のお願いでございま

す。 

 そして、消費者基本法がここに挙げられておりますけれども、これまで事業者の方の責務として、
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こういうものがありますということを説明、説得をして、理解を求めるということを過去にも何回

もしております。ただ、やはり消費者基本法は理念であって、すぐさま効果があったということで

はないです。やはり、消費者契約法の中で明確に規定していただくということは実際の相談現場の

中でも役に立つのだろうと考えておりますので、是非お願いしたいと思います。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 後藤巻則座長代理、どうぞ。 

○後藤（巻）座長代理 私も基本的には、成年年齢引下げワーキング・グループの提案を、消費者

契約法の中に取り込むということに賛成します。ただ、３条１項に取り込む場合には考えなければ

ならない点がありまして、選択肢として３つあるのではないかと思います。その３つのどれがいい

のかということを考える必要があると思います。 

 まず、第１の選択肢というのは、消費者の年齢等の配慮努力義務を３条１項の情報提供努力義務

の内容として規定するということ、情報提供努力義務の中にここでの配慮要素というものを全部取

り込むということでありまして、これは成年年齢引下げワーキング・グループで報告をなさいまし

た宮下修一中央大学教授の案なのですけれども、消費者の理解を深めるために、消費者の年齢、知

識、経験、財産の状況及び当該消費者契約を締結する目的等に配慮して、消費者の権利、義務、そ

の他の消費者契約の内容についての必要な情報を提供するよう努めなければならないとするとい

うものであります。 

 ２番目は、消費者の年齢等の配慮努力義務を３条１項の情報提供努力義務の内容になるものと、

情報提供努力義務の外の配慮努力義務になるものと、２つに振り分けるという方法でありまして、

井田委員が意見としてお示しになったのは、その振り分けをしていると読めると思います。「消費

者の年齢、知識及び経験並びに能力に応じて」というところについては、この要素については情報

提供努力義務の内容に取り込んで、その後、②と書いてあるところでありますが「消費者契約を締

結する目的及び財産の状況に適した商品及び役務の提供をなすよう努めなければならない」という

部分は、これは情報提供努力義務から取り出しているということでありまして、目的及び財産の状

況というものをなぜ取り出すのか。ここは宮下教授と扱いが違うということでありまして、取り出

すことの説明が必要だと思います。 

 ３番目の考え方というのは、情報提供努力義務から全部取り出すということが考えられるという

ことでありまして、消費者の年齢等の配慮努力義務を３条１項の情報提供努力義務の内容としてで

はなく、別個の配慮努力義務として規定するということであります。例えば、消費者の年齢に対す

る配慮は、年齢に応じて適切な情報提供をするということだけではなくて、場合によって、消費者

の年齢によっては勧誘を控えるというようなこともありまして、年齢についての配慮努力義務とい

うものは、情報提供努力義務の中に取り込めるものもあるけれども、取り込まないほうがいいもの

もあると思います。そういうようなことで考えますと、情報提供努力義務ということから外した形

で、例えば「消費者の理解を深めるために、消費者の権利義務その他の消費者契約の内容について

の必要な情報を提供する」これは現在の規定でありますが、その外に出す形で、消費者の年齢、知

識経験、財産の状況及び当該消費者契約を締結する目的等に配慮するよう努めなければならない。
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こういうようにするというのも一つの方法でありまして、情報提供努力義務の中に入れるというこ

とと、それから、入れるものと入れないものに分けるということと、全部入れないということと３

つありまして、その中のどれが望ましいのかということが問題となると思います。 

 とりわけ、これを振り分けるということになりますと、どうして振り分けるのかという正当化と

いうことが問題となりますので、そこについては井田委員に御質問したい点ということであります。

私はむしろ情報提供努力義務というのは今までどおりのものとしておいたほうが４条との接続も

明確になると思います。接続をすべきかどうかということも問題になりますけれども、３条の考え

方を基礎にして４条を読むという考え方もありますので、両者の接続ということを生かすためには、

そこに余りいろいろ取り込むよりは、外出しにして、年齢、知識、経験等については、情報提供努

力義務の外で、それと並ぶ配慮努力義務という形にするほうがいいのではないかと私は感じており

ます。 

 消費者契約法３条１項というのは、情報提供の努力義務と説明されることがありますけれども、

条文自体は、それは情報提供努力義務ということを規定している部分もありますが、そうでない部

分もその前半部分にありまして、全体として何を規定しているのかというと、情報提供努力義務だ

けではない、努力義務を規定しているのが３条１項だと思います。そうだとすると、努力義務の一

環として年齢等の配慮努力義務というのを、情報提供努力義務から切り離して配慮努力義務として

規定するというのも理論的にはあり得ると思います。いずれにしても、その３つの選択肢の中でど

れがいいのかということは議論しておく必要があるのではないかと思います。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 大澤委員、どうぞ。 

○大澤委員 私自身は、結論としては、こういう配慮努力義務ですか、これを前向きに検討すると

いう方向性には賛成します。ただ、私は個人的には、これは最低限だと考えておりまして、といい

ますのは、年明けの専門調査会のときにも申し上げましたけれども、いわゆるつけ込み型のところ

で、例えば消費者の年齢的なものからくる弱さですとか、あるいは消費者の経験などからくる弱さ、

これは別に今回成年年齢のワーキング・グループの報告書が出されていますので、若者というのが

直ちに想定されますけれども、別に高齢者だってこれらの年齢の問題が出てきますので、そういう

ものに正につけ込んだものについて、例えば契約の取消しを認める、そういう規定を、正しく意思

表示の取消しに結び付けるようなものを端的に設けるべきだという意見を個人的にいまだに持っ

ているのです。 

 ただ、昨今のこの議論を見ていますと、それはどうも難しそうだという雰囲気を感じていまして、

だとすれば、最低限このようなことに「努めるものとする」というのは、これは前向きに検討すべ

きではないかと。そうしないと、このワーキング・グループの報告書で示されたものに何も応えな

いということになってしまいますので。私自身は、本当は個人的にはより直接的に、先ほど外国法

についての質問がございましたけれども、海外では、私が知っているのはフランスですけれども、

先ほどのいわゆる攻撃的な意思表示に迫るようなそういう場合の取消し権と並んで、その消費者の

弱さ、年齢的なもの、判断力の低下、それにつけ込んだ場合の取消しを認める規定もあります。こ
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の専門調査会の議論が今後どうなるのかにもよると思うのですが、仮に後者のようないわゆる相手

の弱さにつけ込むような規定を要件化するのが、非常にいろいろ問題があるということであれば、

最低限、今回のような提案は前向きに検討すべきではないかと思っています。 

 ただ、どういう形でこの配慮努力義務を定めていくのかは、これはかなりいろいろ検討すべき点

はあるのではないかと思っています。本日の井田委員のペーパーのところで、こちらを参考にして

申し上げますと、①の「消費者の年齢、知識及び経験並びに能力に応じて」というところで、この

知識及び経験並びに能力に応じてということがどこにかかるのかは伺いたいのですが、これは①だ

けにかかっているのではないかと、私はむしろ読んだわけですけれども、仮に①のところ、情報提

供の程度を示すものであるということであれば、これは今の３条１項の具体化というところになる

かと思いますので、これは割とすっと頭に入ってくるところはあるのです。 

 問題になってくるのは、むしろ②のほうではないかと思っています。消費者契約を締結する目的

及び財産の状況に敵した商品と書いてありまして、これはもちろん努めなければならないという努

力義務ですので、これによって事業者に何か新しい、例えば調査義務のようなものを課すわけでは

ないということは、これは私も賛成いたしますが、ただ、これは財産の状況に適した商品という文

言が書いてあります。これはワーキング・グループの言葉で言うと、恐らく資力に適した商品とい

う話、あるいは需要及び資力というところに対応するのではないかと思いますが、そうすると、例

えば若年成人、若者の場合ですと、若者にそんなにお金はないだろうと。そんなお金がない人に対

して、非常に高額な商品を提供するというのは、これはさすがに配慮に欠けるというのは、これは

素直に認めやすいです。しかし、逆に、例えば高齢者の場合、高齢者にはいろいろな方がいますの

で、そのときに、高齢者だからおおよそ高いものは提供してはいけませんということには当然なら

ないわけですので、この財産の状況ですとか、あるいは資力という言葉を入れることが持つ意味な

ど、この辺りの細かな要件は今後更に詰める必要があるのではないかと思います。とりわけ、井田

委員のペーパーで言うと、②のところは、かなり今後詰めるべきではないかと思います。基本的に

は、こういう提案については前向きに検討すべきだと思います。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 井田委員、この「消費者の年齢、知識及び経験並びに能力に応じて」は、①のみにかかるわけで

はなく、②にもかかっているという理解でよろしいということでしょうか。 

○井田委員 はい。そのとおりです。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 松本理事長、お願いします。 

○松本理事長 法令用語との関係で、今の御議論について少し意見というか、質問のようなことを

言いたいわけですが、現行の消費者契約法３条１項は事業者は「努めなければならない」、他方、

２項は消費者は「努めるものとする」となっています。消費者基本法でも、この「努めなければな

らない」という文言と「努めるものとする」という文言が使い分けられています。どちらも努力あ

るいは努力義務なのですが、ニュアンスとしては「努めなければならない」のほうが、少し規範性
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が高いという印象を受けます。 

 現行法３条１項、事業者の努力の部分は「努めなければならない」と書いてあるのです。ところ

が、ワーキング・グループの提案は「努めるものとする」というように末尾の文言を変えようとい

う提案のように読めるわけです。この意味は何なのかということでありまして、先ほどの議論では、

適切な商品・役務、ニーズや資力に適合した商品・役務を提供するように、いろいろ配慮するとい

う部分が、情報提供の部分とは別に入ってくる感じがあります。情報提供のところだけに限定する

のであれば、情報提供に当たっての配慮すべき事柄として年齢、経験とか、そういうものを並べる

だけだから、現行どおり「努めなければならない」で私はいいと思うのですが、このニーズや資力

に適した商品・役務を提供するようにという部分が入ったことによって規範性を弱めなければなら

ない。したがって、全体として「努めるものとする」という提案になっているのか、それとも、こ

こは余り深く考えないで「努めるものとする」も「努めなければならない」も同じ趣旨で書かれて

いるのかというところが大変気になりますので、ワーキング・グループの方にその趣旨をお示しい

ただければと思います。 

○山本（敬）座長 河上委員長、どうぞ。 

○河上委員長 ワーキング・グループの樋口座長がおられると説明していただけるのですけれども、

ワーキング・グループでまとめたときには、そこは深く考えておりませんので「なければならない」

という提案で全く異存はございません。 

○山本（敬）座長 現在の文言どおり「努めなければならない」ということと同じことを考えてい

た、少なくとも違うことは考えていなかったという御説明だと理解すればよろしいでしょうか。 

○河上委員長 そうだと思います。もう一点申しますと、実は、ワーキング・グループの中でも損

害賠償まで効果で導いたほうがいいのではないかという意見は結構あったのです。それは民法の信

義則の適用で通常考えられてきたことですから、明文化することは不可能ではないけれども、しか

し、契約法の中でそこまで書き込むのは、現段階ではまだ早いだろうというか、行き過ぎではない

かということで、商業上の道徳的義務というところに収めたということでありました。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 沖野委員、どうぞ。 

○沖野委員 結論としては、基本的には井田委員の御提案のような形で、それをブラッシュアップ

するような方向で検討できないかと考えております。 

 今までの御指摘の中で、後藤座長代理から要素の取り込み方について３通りあるという御説明を

受けました。他方で、要素の取り込み方とは別に、もう一つの点として努力の中味があります。こ

こでは情報提供と、ワーキング・グループの表現を借りますと、消費者の需要、資力に適した商品・

役務の提供についての必要かつ合理的な配慮と、ここは、かなり配慮という形にはなっていますけ

れども、想起されるのは、狭義の適合性原則に当たるような、しかし、適合性原則そのものではな

くてその根底にある考え方というものですので、適合性原則を入れるというよりは、こういうよう

な点についての配慮をするということが、正に消費者契約における情報の質、量、交渉力格差を前

提とした事象における事業者に求められる努力としては当然こういうものがあるということを浮
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かび上がらせるというものです。 

 現在、３条が設けているものとは別に、その適合性原則で言われるようなものの基礎にあるよう

な基本的な考え方を打ち出すという面があると思われます。それを打ち出す必要はあるのではない

かと考えておりまして、既に規定がされました、つけ込み型というか、合理的な判断ができない事

情を捉えた類型としては、既に過量取引的なものが規定として入っているわけですが、あの背景に

も、基礎にもこういった考え方があると思われまして、それを努力義務として明らかにするという

ことは、現在の規定では１条の情報の質、量並びに交渉力格差についての規定と、具体的な場面に

特化した、今度はより具体的な効果と結びついた規定だけがあるということですので、その間が落

ちているのではないかと思われます。それを努力義務の形で書き出すということは、消費者契約法

の趣旨に照らして必要なことではないかと考えております。 

 ただ、義務として正面から書くというのは、それはもう非常に難しいことです。それから、適合

性原則のようなものが入っているところは金融商品取引法などがありますけれども、それは具体的

な話として書かれ、その著しい違反に対しては、不法行為責任が発生するとの最高裁判決もあると

ころです。そういう個々の場面に応じたものはそれぞれのところで書かれるとしても、消費者契約

法における基本的な考え方として打ち出すということに意味があると思われます。 

 もう一つの情報提供なのですけれども、これは事務局の整理がされておりますように、恐らくこ

の限りでは、現行法でも既にあることであって、ここに書き込むとすると、更に具体的な要素をも

う少し浮かび上がらせるということですので、それの当否ということになると思います。 

 しかし、どういったことが考慮として特に注意すべきであるのかという点をより具体化していく

ということは、努力義務の内容としても適切なことであろうと思われます。ですから、資料ですと

11ページの３つの問題のうちの①②の２つの問題については、これで尽きているのかという点はも

ちろんあるかと思いますけれども、とりわけ消費者の属性に注意した情報提供ということが努力と

して求められるのだということを書くことには意味があると考えております。 

 ただ、情報提供については若干気になる点もございまして、ワーキング・グループは契約締結を

するに際しては適切な形で情報を提供するということが提案されている、その検討が提案されてい

るわけですけれども、３条は情報提供の内容が消費者契約の内容にとどまっておりますので、消費

者契約の内容というのは幅のある概念ですし、ましてや努力義務ということであれば、広く捉えら

れるべきだとは考えておりますけれども、対象が本当に消費者契約の内容だけでいいのかという問

題は、ワーキング・グループの問題提起に十分応えているかという点からも、あるかと思います。

ただ、現在の消費者契約法に情報提供ということで入れ込んでくるのであれば、この提案のような

形も考えられなくはないのかなと思っておりますが、本当は対象もこれでいいのかということは、

実は考えてしかるべき事項ではないかと思っております。 

 更に申し上げますと、消費者契約法の内容に限るのであれば、これは本来努力義務ではないとい

うか、「なければならない」という義務であるはずですが、効果が損害賠償であるのかとか、どこ

までであれば取消しなのかとか、そういうところの要件、効果の詳細がなかなか詰め切れないとい

うところがありまして、少なくとも基本的な考え方としての情報提供義務は努力義務として打ち出
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されているという、そういうタイプのものだと思います。ですから、本来は義務にすべきだとは思

いますけれども、なかなかそれを具体化できないというか、実現できない中では、このような形で

充実させていくことが適切なことではないかと思います。 

 そのように考えていきますと、もう一方の、今回新たに提案されている消費者の状況、消費者の

各種の考慮要素に応じた商品・役務の提供についての配慮という点は、それは本来「なければなら

ない」という義務として書けるものかということはありますので、松本理事長がおっしゃった点に

関わりますが、これがなかなか難しいということであれば、次善の策として、事業者の努力義務に

更に一段落として、これについては「ものとする」という形で考えるということはあり得ることで

はないか思っています。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見があれば、お願いします。 

 後藤代理、どうぞ。 

○後藤（巻）座長代理 細かいところになるのですが、文言上少し気になるところがありまして、

ワーキング・グループの提案のところで、12ページの四角で囲んで２行目「事業者は、消費者契約

を締結するに際しては」と書いてありますので、これへの結びとして「当該消費者の需要及び資力

に適した商品及び役務の提供について、必要かつ合理的な配慮をするよう努めるものとする」と書

いてあるのは、「配慮をするよう努めるものとする」という表現で結ばれている点でも、日本語と

してすっきり頭に入ってくるのですけれども、井田委員のほうの御意見、御提案の中で、「消費者

契約を締結するに際しては」ということではなくて「消費者契約の締結について勧誘をするに際し

ては」というように勧誘という言葉がここに出てくるということでありまして、勧誘というのは、

消費者庁の定義によりますと、消費者の契約締結の意思の形成に影響を与える程度の勧め方、勧誘

というのは、そういう意味で勧め方でありますので、勧誘に際してはということの結びとして「商

品及び役務の提供をなす」という表現が出てくるのは、やや結びとしてどうなのかなという感じが

私はします。そういう意味からいうと、「勧誘をするに際しては」の続きとしては「目的及び財産

の状況に対して配慮をするよう努めなればならない」というような表現になるほうがいいのではな

いかと思います。「商品及び役務の提供をなすよう努めなければならない」という表現は「勧誘を

するに際しては」というフレーズに続くものとして、その結びとして出てくるのは若干違和感があ

ります。もしそういうようなことを他の方も感じるということがあれば、御考慮いただけたらと思

います。 

○山本（敬）座長 沖野委員、どうぞ。 

○沖野委員 井田委員がお答えになりたいと思うのですけれども、今の点について、実は、もとも

と後藤座長代理がおっしゃった点について、よく理解できていなかったことがありますので、尋ね

させていただければと思います。ワーキング・グループの提案も、また、井田委員の御意見も、配

慮のほうは配慮と書くのかどうかはともかくとして、特に商品や役務の提供について、それが一定

の考慮事情に応じた、それに適したものであるようにするということですが、後藤座長代理はそこ
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を全く書かずに、とにかく配慮ということを出されています。私はそれでは何を配慮するのかとい

うことが判明せず非常に難しいのではないかと思っておりまして、むしろこのような商品や役務と

いうもの自体が適合したようになるように配慮するということが打ち出されたほうがいいのでは

ないかと思っております。 

 井田委員の御提案に対しましては、勧誘をするに際しては、提供をなすように努めるというのは、

提供自体を勧誘のときにするわけではもちろんありませんので、これは契約内容としてそういった

ものの商品や役務を提供するということになるようにするよう努めるという趣旨であると理解し

ておりますので、表現ぶりの工夫はあると思いますけれども、内容としてはそういうことではない

かと思っております。 

 以上です。 

○山本（敬）座長 後藤座長代理、どうぞ。 

○後藤（巻）座長代理 井田委員の意見で「勧誘をするに際しては」というのはどこまで続くので

すか。 

○山本（敬）座長 井田委員、たまっていますので、お答えをいただければと思います。 

○井田委員 ごめんなさい。そこまで深く考えていたわけではなくて恐縮なのですが、私の意識と

しては、②のところまで「消費者契約を締結する目的及び財産の状況に適した商品及び役務の提供

をなすよう」というところまでかけたつもりです。表現がよくなかったら、それは修正します。 

○山本（敬）座長 後藤準委員、どうぞ。 

○後藤（準）委員 事務局に確認をさせていただきたいと思っているのですが、事務局案の中で、

「必要かつ合理的な配慮」という言葉が出てきているのですけれども、イメージされている合理的

な配慮というのは、この場合、一体どういうことを想定されているのか、それをお聞きしたいと思

います。 

○山本（敬）座長 どなたに対する御質問になりますか。 

○後藤（準）委員 事務局への質問です。 

○山本（敬）座長 事務局というのは。 

○後藤（準）委員 この案を作っておられる方へお願いします。 

○山本（敬）座長 では、消費者庁からお答えをお願いします。 

○加納消費者制度課長 これは消費者庁ではなくワーキングの御提案です。 

○後藤（準）委員 ワーキングの提案ということですか。 

○山本（敬）座長 これは、河上委員長にお願いしてよろしいでしょうか。 

○河上委員長 合理的というのは、通常人が考えて、そうであろうと考える範囲ということで、事

業者の方を含めた社会通念によって定まるものかと思います。 

 もう一つ、契約の勧誘というよりも、ワーキングでは契約の締結一般のところを考えていたので、

場合によっては、このような人を相手にすべきではないのではないかというのももちろん入り得る

というようなことでして、あえて勧誘を前提として、契約の内容全体というところまでいく必要は

なかったかもしれません。その辺のワーディングは適宜調整をしていただいて構わないと思います。 
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 何が合理的かというのは、対象となる人や取引の種類、商品などでも異なりますので、それは恐

らく通常の取引の場で、通常の事業者が認識し得た事情を基に考えるであろう合理性で構わないの

ではないかと思います。 

○山本（敬）座長 よろしいでしょうか。 

 後藤準委員、どうぞ。 

○後藤（準）委員 いまのお話は、事業者の個別の判断で、そこは構わないということですね。現

場において、こういう条文が出てくると、では、どう対応したらいいのかという話に必ずなります。

「必要かつ合理的な配慮」は一体何だという質問を当然聞かれるわけで、そのときに明確な回答が

できないと、単にこれは理念規定ですので個別の判断で御自由にどうぞと言うのであれば、もとも

とこの条文自体が要らないのではないですかと言われかねない。事業者側とすれば、これはこうい

うことまでは消費者に説明しなければいけないものであり、合理的というのはこういう意味合いの

ことを指していますと明示している何らかの指針のようなものが当然必要になるわけです。そこで、

我々としても、対事業者に説明をするときには、これはこういうことですと言わざるを得ないので、

一体どういう概念でこれを考えておられるのかということをお聞きしたということになります。 

○山本（敬）座長 よろしいでしょうか。 

 この合理的な配慮というのは、最近の立法でも出てきているものでして、障害者の差別解消法が、

少し前ですけれども施行されています。そこで、合理的配慮に関する規定ができています。これは、

国及び地方公共団体等に関しては、法的な義務として規定されていますが、事業者については、努

力義務として定められています。ただ、過重大な負担にならない限度でという限定が付いています

し、また、この合理的な配慮がどのようなものかということについては、指針を示す必要があるこ

とから、関係省庁で検討され、公表されているところです。このような取組が、もし規定がされれ

ば、並行して進められていくことになるのかもしれません。いずれにしましても、既に規定されて

いる例があるものだということは御確認いただきたいと思います。 

○後藤（準）委員 私どもは例があるかないかというよりも、合理的な配慮とは具体的にどういう

ことなのか、そちらが問題だということを申し上げているのです。 

○山本（敬）座長 河上委員長、どうぞ。 

○河上委員長 私も障害者の法律のことを申し上げようと思っていたのですが、いずれにしても、

障害の程度によって何が合理的配慮かというのは千差万別であると。我々がワーキングで考えたと

きも、年齢とか属性における特性というのもこれまた非常に幅のあるもので、それから、業態とか

目的物によって何が合理的な配慮になるのかというのがそれぞれ違うということになりますので、

そこのところを具体的に書き込むというのは無理だと考えたのです。ですから、その辺は事業者の

方の理性的な判断を期待したいと思います。 

○後藤（準）委員 書き込む上での文言について申し上げているのではなくて、どのようなことを

想定されて、これは言われているのか。これは是非お聞きしておきたいということでございました。 

○山本（敬）座長 河上委員長、どうぞ。 

○河上委員長 少なくともこれはひどいというものはよく分かります。実は先週土曜日に大阪のシ
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ンポジウムで問題の検討をやった会があって、そこで出てきたのですけれども、70歳ぐらいの方に

健康食品を売っていたのですが、その健康食品が段ボールで部屋中いっぱいになっている。それを

見てみると、毎日食べて90年かかるというほどものを売っている。これはどう考えても、その会社

がその人に対して売っている量としては余りにも合理的ではない。合理的ではないということの判

断はこれまで積み重ねられているものですから、比較的分かってくるのではないかとは思います。 

○山本（敬）座長 差し当たりですが、よろしいでしょうか。 

 後藤座長代理、どうぞ。 

○後藤（巻）座長代理 こだわって申し訳ないのですけれども、先ほど沖野委員から指摘されたこ

とはもっともなことだと思います。配慮というものについて、「目的及び財産の状況に配慮する」

というだけでは何について配慮をしたらいいのか分からないというのは、確かにそのとおりであり

まして、「商品及び役務の提供について」ということが表現されなければいけないと考えます。 

 私がこだわったのは、勧誘に際して問題となるのは配慮であって、「消費者契約の締結について

勧誘をするに際しては」というところが②の「商品及び役務の提供をなす」というところまで続い

ているとすると、勧誘の段階で商品及び役務の提供をなすというように読める点で、少し意味が取

りにくいという違和感があったのですけれども、最初の主語が「事業者は」となっていて「事業者

は」が②に続いて「消費者契約を締結する目的及び財産の状況に適した商品及び役務の提供をなす

ように努めなければならない」、こういうように読めば全く違和感なく読めると思いますので、そ

ういう意味で、そういう理解でよろしければ、そうだとおっしゃっていただければありがたいので

すが、いかがでしょうか。 

○山本（敬）座長 井田委員、どうぞ。 

○井田委員 私が申し上げたいことは、恐らく、今まで後藤座長代理や沖野委員がおっしゃったこ

とでそんなに変わらないのですけれども、表現はまた工夫して検討したいと思います。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見があればお出しいただければと思いますが、いかがでしょうか。 

 長谷川委員、どうぞ。 

○長谷川委員 ありがとうございます。 

 ワーキング・グループから提案があった文言の方を議論したいと思いますが、私も沖野先生が御

指摘されたように、前段の情報提供のところと、後段の商品及び役務の提供のところを分けて考え

るのがよろしいかと思っております。 

 その上で、意見を申し上げます。まず、前段・後段の両方に関わることで、また、これを追加的

に論点として取り上げるかどうかということを第31回の専門調査会において検討した際に申し上

げたことでもございます。今回若年層だけを念頭に置いている提案ではないということは承知した

上ではございますけれども、その若年成人の方々が消費者被害に遭いやすいということをデータ上

支える実証がないのではないかと思っております。そういう中で、新たな法規定を設けることにつ

いては慎重になるべきだと思っております。 

 次に、前段の情報提供義務に係るところでございます。これは現行法をどう考えるのかというこ
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とでございますけれども、再三御指摘があるように、今でも３条１項がある上に、判例もこれを必

要に応じてしんしゃくして法解釈しているということでございますので、これに加えて規定を置く

必要性は乏しいのではないかと考えております。仮に意義を持った形で規定を置くということであ

ると、資料に書いてあるとおりでございますが、不法行為でありますとか、公序良俗違反の解釈に

影響し、それら一般規定の射程が不明確となり、予見可能性が低下するのではないかと考えており

ます。 

 さらに「消費者の年齢、消費生活に関する知識及び経験並びに消費生活における能力」というこ

とが書いてあるわけでございます。この点について井田委員の御提案だと調査する義務はないとい

うことでございますけれども、基本的には、事業者からはうかがい知れないことでございまして、

努力義務が置かれても、なかなか対応が難しいのではないかと思っております。 

 最後に、後段の商品及び役務の提供についての必要かつ合理的な配慮というところでございます。

これについても追加的に検討するかどうかを議論した際に申し上げたことでございますが、消費者

が望んでも商品・役務を提供しないようにするということだとすると、基本的に消費者の利益にも

反することになるのではないかと思っております。適合性原則ということかもしれませんけれども、

そこまでパターナリスティックな対応をすべきなのかどうかは特に慎重に検討すべきではないか

と考えております。さらに消費者の需要、資力、あるいは井田先生の御提案の財産状況もそうでご

ざいますけれども、これについても事業者からはうかがい知れないものであるということだと理解

しております。 

 以上でございます。 

○山本（敬）座長 それでは、山本和彦委員、どうぞ。 

○山本（和）委員 今の長谷川委員と基本的には同じような印象で、特にこの後段の適合性原則に

近いような規律の部分については、消費者の需要とか資力は、通常の事業者は普通は分からないこ

とだろうと思いますので、これについて必要かつ合理的な配慮をしようとすれば、その情報を収集

しないと合理的な配慮はできないはずなので、これがわざわざ条文に書かれているというのは、そ

こまでしなければいけないのだろうかという感じを持たせるような条文なのかな、条文になるとす

ればそういう文言なのかなという印象は持ちました。 

 鹿野委員あるいは井田委員の御提案でも、必ずしもそうではないというニュアンスのお言葉があ

ったように思いますけれども、もしそうならば、それは明確化しておかないと、かなり事業者がや

るべきことが変わってくる、分かっている範囲の情報の中でこういう配慮をすればいいということ

であれば、それは私もそうなのかなという感じがするのですが、新たにどういうニーズでこれを買

うのですかとか、あなたはどれぐらいの資力でこのようなものを買って大丈夫ですかとかというよ

うな話になってくると随分ニュアンスが違ってくるような気がしますので、そこは御配慮いただい

たほうがいいのかなという印象を持ちました。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 いかがでしょうか。 

 先ほどの障害者差別解消法では、合理的配慮は障害者側からの意思の表明があることを起点にす
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るということで、今の問題に対処していると思います。 

 ほかに御意見等があればと思いますが、いかがでしょうか。 

 河野委員、どうぞ。 

○河野委員 今まで様々な御意見を伺いました。原則として、今回の消費者委員会のワーキング・

グループが御提案してくださった内容といいましょうか、ここの精神を消費者契約法の中に入れて

いただくということには大賛成でございまして、どういう形で入れるのかというのは、様々解釈が

あると理解しましたが、是非入れていただきたいと思っております。 

 私自身は、井田委員の御提案のこの文言を読んだときに、すっと、消費者の立場からすると普通

に理解できましたし、今回、こういうように書いていただくこと、つまり、商取引においてはこれ

は当たり前のことで、特別なことではなく、事業者の方が倫理観を持って商取引に臨むのに、ごく

当たり前のことであろうと受け止めたところでございます。 

 当然、消費者と事業者の場合には構造的格差がありますが、現在、こういった状況において個別

の消費者の属性に配慮するということは非常に重要な視点であると受け止めておりますし、さらに、

こういった形で明確化することによって事業者の方の予見性、つまり、その取引を安定的に遂行す

るという意味でも、今回のこういった考え方を努力義務として入れるということは非常に重要だと

感じております。 

○山本（敬）座長 ありがとうございました。 

 ほかによろしいでしょうか。 

 たくさんの御意見をいただきまして、どうもありがとうございました。 

 私が理解した限りでは、このワーキング・グループの報告書で言いますと、前半部分、つまり消

費者の年齢、消費生活に関する知識及び経験並びに消費生活における能力に応じて、適切な形で情

報提供するという部分と、後半の、当該消費者の需要及び資力に適した商品及び役務の提供につい

て、必要かつ合理的な配慮をするよう努めるという部分で、少し性格が異なるのではないかという

御意見ないしは御示唆が出ていたように思います。 

 前者、つまり情報提供に関しては、その考慮要因として、消費者の年齢等を入れ込むことについ

ては、明文化するかどうかということではなく、そのようなものを考慮するということ自体につい

ては、余り異論がなかったのではないかと思います。ただ、それは既に現行法において実現できて

いることであって、それを殊更書く必要はないのではないか、書くとするとどのような意味がある

のかということが更に問われることになってくる。それを裏付けるだけのデータ等、あるいは理由

等がどこまであるのかという御指摘もあったところです。しかし、それに対しては、正しく現在で

も考慮され、そして、考慮する必要があることを明確化するだけであるのだから、特に問題はない

のではないかという御意見もあったところです。 

 しかし、とりわけ問題だったのは後半のほうでして、「需要及び資力に適した商品及び役務の提

供について、必要かつ合理的な配慮をするよう努めるものとする」、井田委員の御提案でも同様に、

消費者の年齢等に応じて「消費者契約を締結する目的及び財産の状況に適した商品及び役務の提供

をなすよう努めなければならない」。この部分については、このような提案がワーキング・グルー
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プの趣旨からすると必要なものであるという御意見も多数あったところですけれども、これに対し

ては、慎重に考える必要があるという御意見も多数出ていたところです。特に、必要かつ合理的な

配慮とは何かという点については、先ほどの議論もあったところですし、また、情報提供は現行法

にもあることですけれども、これを新たに付け加えると、それは異なるものとして提案が行われて

いると受け止められる。これが、後藤代理がおっしゃった、情報提供とは切り離して提案するとい

うときの基礎になっている考え方なのだろうと思います。それは、適合性原則と同じではないかも

しれませんけれども、それに通ずるものがある。そのようなものを消費者契約法でも情報交渉力の

構造的な格差を考慮するという中で必要ではないかという御指摘もありましたが、問題もあるとい

う御指摘もあったところです。 

 この辺りは、なかなか難しい問題があることが分かりましたけれども、少なくとも情報提供に関

しては、明文化する必要、意味がどこまであるかということを更に検討する必要がある。後者の必

要かつ合理的な配慮については、その内容、そして、それが何をどうもたらすものかということを

踏まえて慎重に検討する必要があるのではないかと思います。 

 落ちている部分がまだたくさんあると思うのですけれども、この問題も確認しておくべきではな

いかという点がありましたら御指摘いただければと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、以上を踏まえまして、次回以降に改めて検討する機会があればと思います。どうもあ

りがとうございました。 

 少し時間の余裕がまだありますけれども、本日の議論はこの辺りとさせていただきます。 

 最後に事務局から事務連絡をお願いいたします。 

 

 

 

≪４．閉会≫ 

 

○丸山参事官 本日も熱心な御議論のほう、どうもありがとうございました。 

 次回の日程につきましては追って御連絡という形にさせていただきますので、よろしくお願いい

たします。 

○山本（敬）座長 それでは、本日はこれにて閉会とさせていただきます。 

 お忙しいところ、お集まりいただきまして、どうもありがとうございました。 

 

以 上  

 


